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意見書 

平成 29 年 7 月 19 日 
情報通信審議会 
電気通信事業政策部会長 御中 
                                   〒102-8080 
                            とうきょうとちよだくこうじまち 

                             東京都千代田区麹町 1-7 
                                 ㈱エフエム東京 
                                  ちよかつみ 

                          代表取締役社長 千代 勝美 
                                                        
「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」 
に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見１ 



「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」 
に対する意見 

平成 29年 7月  19日 

組織名及び 

代表者氏名 

株式会社エフエム東京 

代表取締役社長 千代勝美（ちよかつみ） 

住所 
〒102-8080 

東京都千代田区麹町 1丁目 7番地 

連絡先 

＿＿＿＿＿ 

＿＿＿＿＿＿＿ 

＿＿＿＿＿＿ 

＿＿＿＿ 

 

章 頁 意見 

５．２ 

INS ネットの終了 

に伴う対応 

30頁 

 

 

 

ラジオ局が本マイグレーションの対応に要するリードタイムを考

慮すると、INSネット（デジタル通信モード）の終了時期について、

当初表明していた 2020 年度後半から 2024 年初頭に後ろ倒す意向

が示されたことについては歓迎する。 

31頁 今後の具体的方向性については、 

①代替案等の提供条件の検証 

②補完策等の検証環境の提供 

が必須である。 

 

①については、従来の INSネット(デジタル通信モード）と同様の

サービス品質、即ち 

・伝送帯域が保障されていること 

・場所を選ばず、短期間で低コストで開通できること 

・ダイアルアップ接続であること 

・臨時回線が容易に利用できること 

等を代替案において担保することが必須であり、本マイグレーシ

ョン実施の条件であると考える。 

また、代替策として光回線のみではなく、光回線が設置不可能な

場所における無線ソリューションを活用した代替策の検討も視野

に入れて検討することを要望する。 

 

②については現在、メタル IP電話上のデータ通信を利用すること

で検証中であるが、ラジオ放送事業者が支障なく事業を継続でき

るような補完策を引き続き検証し、確立するよう要望する。 

以上 



意 見 書 

平成２９年７月２０日  

 

 

 

情報通信審議会 

電気通信事業政策部会長 殿  

 

 

 

                〒  １５６－００４３                                                          

                住所  東京都世田谷区松原３丁目４１－１５ 

                    とうきょうとせたがやく まつばら 

                    ＮＴＴ松沢別館２Ｆ 

                    えぬてぃてぃまつざわべっかん 

                     

                氏名  ＪＭＩＴＵ通信産業本部 

                    じぇいえむあいてぃゆう つうしんさんぎょうほんぶ 

 

                代表者 宇佐美俊一 

                    うさみとしかず 

                 

                電話  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」

に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見２ 



別紙 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 
４頁 
 メタルＩＰ電話の終了時期について 
 メタルＩＰ電話は、あくまで光ＩＰ電話への移行の過程で過渡的なものです。本移行がＰＳＴＮ

の維持限界を理由に避けられないものであるにしても、移行がもたらす影響は多方面にわたり、か

つ、国民生活に重大な影響を与えるものです。メタルＩＰ電話が、限られた期間の利用形態である

からこそ、その先を見通した対応や政策が必要です。ＮＴＴは、ユニバーサルサービスの提供事業

者として、公衆電話や緊急通報の技術展望を含め、メタルＩＰ電話の終了時期及びメタルアクセス

の移行スケジュールを早急に明らかにすべきです。 
 
３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 
３．２ 具体的方向性（考え方） 
２２頁 
 「自動呼び返し機能」について 
 緊急通報は、重要通信確保の観点から検討する必要があります。メタルＩＰ電話からの緊急通報

についても、アナログ電話の「回線保留」に近い機能を維持するために、「自動呼び返し機能」をＮ

ＴＴに保障させるべきと考えます。 
 
 携帯電話発のコールバック機能について 
 携帯電話発の緊急通報の割合は増加しており、携帯電話発のコールバック機能について答申案提

示の５機能の実現を支持します。 
 
４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 
２６頁 
 答申案が指摘のとおり、固定の電話は、ユニバーサルサービスとして確保されるべきとの国民的

なコンセンサスを得ています。 
 メタルＩＰ電話については、固定の電話の過渡的提供形態ではありますが、アナログ電話（加入

電話）と同等に位置付け、ユニバーサルサービスとして扱われるべきと考えます。 
 電気通信分野のユニバーサルサービスについては、今日の通信事情を勘案し、携帯電話、固定電

話、ブロードバンドサービス等を含めた総合的な検討が必要ですが、本移行に際しては、ユニバー

サルサービスの現行３特性を堅持したうえで、メタルＩＰ電話においても「緊急通報等の確実な確

保」を前提とすることが重要と考えます。 
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平成 29 年 7 月 28 日  

  

情報通信審議会  

 電気通信事業政策部会長 殿 
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連絡担当者 ＿＿＿＿＿ 

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」 二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。  

  

意見３ 



この度は「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方

～（案）」に関し、意見提出の機会をいただき厚く御礼申し上げます。 

下記のとおり、意見を述べさせていただきますので、お取り計らいの程、何卒、宜しくお願い

致します。 

 

【意見対象箇所】 

４頁 

１．固定電話網の IP 網への移行工程・スケジュール等 

(１) サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

② メタル電話からメタル IP 電話へのサービス移行（契約切替え）時期 【2024 年 1 月】 

（NTT から示された考え方） 

・ 移行完了時期（2025 年初頭（1 月頃））までに、全国で 1,000 台程度の加入者交換機ごとの IP 網

への設備切替えや加入者交換機・接続事業者ごとの接続試験を行う必要がある。万が一不具合

や不足の事態等が発生した場合のリスクも考慮すると、「固定電話」発通話の IP 網への設備切

替には 1 年程度要する。 

 

【意見内容】 

サービス移行の時期及び切替期間が明示されたことにより、業界における具体的な移行対応スケジ

ュールを策定し、円滑な移行を進めることができる、と考えます。 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．IP 網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

② 補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を経た上で、可能な限り詳細

かつ早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障害発生時の対応につい

て、可能な限り早期に公表すること。 

 

【意見内容】 

上記の具体的方向性（考え方）に賛同致します。 

利用者の補完策の利用判断に影響するため、早急に補完策の終了時期の確定、公表が必要と考え

ます。また、補完策の終了時期が公表出来ない場合でも、最低限の継続期間及び終了発表の予定

時期などを公表して頂く必要がある、と考えます。 

  



【意見対象箇所】 

３１頁 

５．IP 網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

③ 他事業者との一層の連携 

・ 他の事業者との連携や十分な協議を行い、INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う他事

業者及びそのサービス利用者への影響の有無を確認し、影響が有る場合には、その発生時期と

内容について可能な限り早期に整理・周知を図ること 47。 
47 第 32 回委員会（2017 年 6 月 2 日）において、NTT からは「他事業者が提供している ISDN 回線（直

収回線）発 NTT 東西の「固定電話」着を IP-POI 経由に切り替えることが可能となる 2023 年初頭以

降、事業者間でお互いに IP 網を経由する接続となるため、現状の ISDN ディジタル通信モードよりは

遅延が発生する等、品質面の影響が生じることも想定されますが、今後、他事業者の ISDN ディジタ

ル通信モードの相互接続について、IP-IP 接続への移行の有無・接続方法等を伺いながら、事業者間

でしっかり協議して調整していく考え」である旨の考え方等が示されている（第 32 回委員会（2017 年 6

月 2 日）NTT 提出資料「移行工程・スケジュールに関するご質問への回答」P.21(本答申 P.117 上段)

参照） 

 

【意見内容】 

上記の具体的方向性（考え方）に賛同致します。 

利用者が移行対応スケジュールを策定するためには、正しく IP 化による影響の内容や影響が発生す

る時期を理解する必要があるため、影響の有無、その発生時期を早急に整理・周知を図ることが必要

と考えます。 

【意見対象箇所】 

３２頁 

５．IP 網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ INS ネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（２） その他 

 INS ネット（ディジタル通信モード）と同様の用途での利用が認められる「音声通信を用いたデータの

送受信」に関しても、NTT においては、検証環境の構築・提供、検証結果に係る情報開示等につい

て、関係者の要望・意見を踏まえつつ、可能な限り早期に対応していくことが求められる。 

 

【意見内容】 

上記の具体的方向性（考え方）に賛同致します。 

「音声通信を用いたデータの送受信」により EDI を行っている利用者も多く存在しているため、IP 化に

伴う影響（遅延の有無及び要因）の情報開示や検証環境の提供を NTT 殿に実施頂く必要がある、と

考えています。 

  



【意見対象箇所】 

３９頁 

おわりに 

また、NTT においては、予見可能性を確保する観点から、光 IP 電話への移行も視野に入れ、メタル

IP 電話の終了時期についても可能な限り早期に確定・公表することが求められる。 

 

【意見内容】 

上記の考えに賛同致します。 

利用者のメタル IP 電話の継続利用判断に影響するため、早急にメタル IP 電話の終了時期の確定、

公表が必要と考えます。また、メタル IP 電話の終了時期が確定出来ない場合でも、最低限の継続期

間及び終了発表の予定時期などを公表して頂く必要がある、と考えます。 
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平成 29 年 7 月 25 日 
情報通信審議会 
電気通信事業政策部会長 御中 

                                   〒556-8510 
                            おおさかふおおさかしなにわくみなとまち 1-3-1 

                             大阪府大阪市浪速区湊町１－３－１ 
かぶしきかいしゃえふえむおおさか 

                                 株式会社エフエム大阪 
                          だいひょうとりしまりやくしゃちょう いしい ひろゆき 

                                 代表取締役社長 石井 博之 
 

連絡担当者  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
                  電話番号       ＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

                                                        
「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見４ 



 
別紙 

 

意見の対象項目 意見 

５．２．１ 

一次答申を踏まえた 

課題・検討状況 

INS ネット（デジタル通信モード）の終了時期について、当初表明して

いた 2020 年度後半から 2024 年初頭に先送りすることに関し、ラジオ局

が本件対応に要するリードタイムが拡張されたことについては歓迎す

る。 

５．２．２ 

具体的方向性（考え方） 

今後の具体的な方向については、 

「代替策の検証と実施環境の提供」 

が必須である。 

これは、従来の INSネット(デジタル通信モード）と同様のサービス品質、

つまり 

・伝送帯域の保障 

・場所を選ばず、短期間で低コストで開通できること 

・ダイアルアップ接続であること 

・臨時回線が容易に利用できること 

等を担保することが必須であると考える。 

また、代替策として光回線のみではなく、光回線が設置不可能な場所に

おける代替策の検討も要望する。 

以上 
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平成２９年 ７月２８日  

 

情報通信審議会 

電気通信事業政策部会長 殿 

 

 

郵便番号 ７６１－０１９５ 

住    所 香川県
かがわけん

高松市
たかまつし

春日町
かすがちょう

１７３５番地３ 
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会社
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ＳＴＮｅｔ
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取締役社長 溝渕
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 俊寛
としひろ

 

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

FAX番号  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     

      （担当：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」

に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

意見５ 



1 
 

別紙 

 

【意見対象個所】 

５．１ ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．１「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い 

５．１．１ 一次答申を踏まえた課題・検討状況 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては、上記

スキームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事業者間において、今

後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意形成に十分配慮しながら詳細な整理

を進めることが適当である。 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内に設置される通信設備については、原則としてその設置主体に

より技術基準に基づく維持・管理・運用が行われる必要があり、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内

で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」が上記スキームにより提供される場合は、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本が「Ｌ２スイッチ」の設置主体となる。 

 

【意見内容】 

○「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」は、ＰＯＩビル

のない地域のみで事業展開する当社のような事業者にとって、運用面、費用面の負担軽

減につながり、大手事業者との競争力を維持するうえで大きな役割を果たすことになり

ます。また、当社のみならず複数の事業者が利用するものとなることから、各事業者の

要望を十分に満たしたものであることが重要です。 

したがって、本答申に記載の通り、関係事業者と丁寧な議論を行い、状況変化等にも適

切に対応しながら事業者間でオープンな合意形成を図ることは移行を円滑に進めるうえ

で非常に重要なものです。 

○次に、今回の提案スキームは、ＩＲＵ方式を活用することで継続的かつ安定的にＬ２ス

イッチを提供するものであり、その担い手はＮＴＴ東西であることが示されています。

これは、国の社会基盤である電話サービスの重要設備を担うＮＴＴ東西殿の役割が今後

も変わるものではなく、電話サービスの安定提供に寄与するものと考えます。 

【意見対象個所】 

３９頁 

おわりに 

ＮＴＴをはじめとする事業者においては、2024 年１月のメタルＩＰ電話へのサービス移行

や 2025 年１月のＩＰ網への移行完了に向けて、一次答申及び本答申に基づく移行工程に

向けた準備・取組を着実に進める必要がある。その上で、今後、実際の準備・取組が進め

られていく中において、新たな課題や環境変化等が生じた場合には、これまで一次答申及

び本答申で示した考え方等を踏まえつつ、必要に応じて見直し・改善を図っていく必要が

ある。 

このため、二次答申取りまとめ以降も、委員会を定期的に開催することとし、一次答申及

び本答申に基づく取組が適切かつ着実に実施されているかについて、ＮＴＴから定期的な

報告を求め、必要に応じて事業者等からの意見聴取を行いつつ、フォローアップを実施す
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ることが適当である。 

 

【意見内容】 

○本答申に示された移行に向けた準備・取り組みを着実に進めてゆくことに賛同いたしま

す。 

○このＰＳＴＮマイグレーションは全国民に影響する重大なプロジェクトであり、関係す

る事業者が本答申に示された多岐にわたる課題に対して限られた時間の中で真摯に取

り組み、利用者に迷惑をかけることなく、移行を完了させることが重要となります。こ

のため、まずはＰＯＩビルの環境構築やＩＰ接続が予定通り進められるよう、関係事業

者で建設的な議論を行い、連携して取り組んでゆくことが重要です。当社としても、こ

うした方向性や方針に従い、真摯に議論や設置に向けた準備に取り組む所存です。 

○また、今後も「事業者間精算」や「双方向番号ポータビリティ」など様々な課題への具

体的な対応が必要となります。しかしながら、費用負担など事業者間での協議が難航す

ることも予想されることから、本答申に示されたとおり、定期的に委員会でフォローア

ップを実施いただき、チェック機能の役割を果たしていただくことが、移行を予定通り

完了させることに有効であると考えます。 

 



 

 

受付番号：- 

受信日付：2017/07/25 15:24 

 

案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に対す

る意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：020-0045 

住所：岩手県盛岡市盛岡駅西通一丁目２７番５５号 

氏名：盛岡地区広域消防組合 消防長 高 橋 利 光 

連絡先電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

利用者メールアドレス：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

提出意見：- 

 

【意見対象箇所】 

３７頁 

６．固定電話網のＩＰ化への円滑な移行に向けて（まとめ） 

 「１．固定電話網のＩＰ網へ移行工程・スケジュール等」から「５．ＩＰ網への移行に関する諸課

題への対応」までにおいて示した委員会の考え方を踏まえ、2024年１月のメタル電話からメタルＩＰ

電話へのサービス移行（契約切替え）及び 2025年１月のＰＳＴＮからＩＰ網への設備移行完了に向

けたサービス移行と設備移行に係る具体的な移行工程・スケジュールについて、下図のとおり整理し

た。 

 

【意見内容】 

 答申案には情報通信審議会 電気通信事業政策部会 電話網移行円滑化委員会(第 29回)配布資料

29－3「ＮＴＴ固定電話網のＩＰ化に関する消防の対応状況」３頁「消防本部等から寄せられた主な

意見(2)【メタル回線の廃止時期】」の内容に関する記述がなく、各消防指令センターの指令システ

ム更新時期に合わせた対応が可能かどうか、また、指令システムに改修の必要が生じる場合、これに

係る費用負担について明確な記述を盛り込むべきと考える。 

意見６ 



1 
 

 

 

意 見 書 

 

平成２９年 ７月２６日 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部事業政策課 御中 

 

 

郵便番号 ５５３－８５０１ 

（ふりがな） おおさかしふくしまくふくしま１－１－３０ 

住所  大阪市福島区福島１－１－３０ 

（ふりがな）  あさひほうそうかぶしきがいしゃ わきさかさとし 

氏名（注１） 朝日放送株式会社    脇阪 聰史 

      

   

 

連絡担当者  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電話番号  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方 

～（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

意見７ 
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意見対象項目 意 見 
31頁 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信

モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点

に加え、更に以下の点に留意して、引

き続き調整を進めることが必要であ

る。 

 

（３） 今後のフォローアップ 

一次答申で示された点に加えて、上記

（１）及び（２）の点に係る取組の進

捗状況については、今後も委員会・「利

用者保護ＷＧ」において、ＮＴＴから

の定期的な報告や各利用団体・企業か

らの意見聴取等を通じて、随時確認し

ていくことが適当である。 

 

 

・ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の補完策、代替策

については、技術面及びサービス面での課題があり、今後

も引き続き利用者が円滑に移行を行えるような検討を継続

することが望まれている。 

 本答申で、引き続き調整を進めることと、必要に応じて事

業者等からの意見聴取を行いつつフォローアップを行う事

が示されたことは高く評価する。 

 

  

38頁 

６．固定電話網のＩＰ網への円滑な移

行に向けて（まとめ） 

 

ＮＴＴをはじめとする事業者において

は、上記の具体的な移行工程・スケジ

ュールを踏まえ、必要となる協議や取

組を加速し、円滑な移行の実現に向け

た取組を着実に進めることが求められ

る。 

 

 

・委員会では、従来 2020年度後半としてきたＩＮＳネット

（ディジタル通信モード）の終了時期が 2024年に後ろ倒し

する意向がＮＴＴから示されており、それについてはＩＮ

Ｓネットサービスに対応した音声ＣＯＤＥＣに代わるＩＰ

対応の機器が数多く存在しない現状を踏まえると、今後メ

ーカがＩＰ網に対応可能な新たな機器の開発に要する時間

などが確保でき、また利用者側の設備更改について検討す

る時間が担保されるので、ラジオ事業者としては歓迎すべ

きものである。 

 本答申で、それについての円滑な移行の実現に向けた取組

を着実に進めることが求められていることは高く評価す

る。 

 

 



 

 

 

意 見 書 

 

平成 29年 7月 26日 

 

情報通信審議会 

電気通信事業政策部会長 御中 

 

 

郵便番号 １００－８４３９ 

（ふりがな） とうきょうとちよだくゆうらくちょう 

住所     東京都千代田区有楽町１－９－３ 

（ふりがな） かぶしきがいしゃ にっぽんほうそう 

氏名     株式会社ニッポン放送 

     いわさき まさゆき 

代表取締役社長 岩崎 正幸  

 

連絡担当者 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿  

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方

～（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

意見８ 
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【意見対象箇所】 

４頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（１） サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

② メタル電話からメタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切替え）時期 【2024 年１月】 

（ＮＴＴから示された考え方） 

・移行完了時期（2025 年初頭（１月頃））までに、全国で 1,000 台程度の加入者交換機ごとのＩＰ網への設

備切替えや加入者交換機・接続事業者ごとの接続試験を行う必要がある。万が一不具合や不測の事態

等が発生した場合のリスクも考慮すると、「固定電話」発通話のＩＰ網への設備切替えには１年程度要す

る。 

・仮に設備切替えに合わせて順次メタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切替え）を行う場合、エリアごと

に料金・提供条件に差異が生じることとなる。利用者の混乱を避けるため、｢固定電話｣発通話のＩＰ網へ

の設備切替えを開始する必要がある 2024 年初頭（１月頃）に一斉にメタルＩＰ電話へサービス移行（契約

切替え）することとしたい。 

・メタルＩＰ電話の終了時期については、メタル収容装置の故障の発生度合いや、保守用物品の捻出可能

性に影響するユーザ加入状況等、変動要素が多いため、現時点で具体的に示すことは困難である。 

（委員会が示す対応の方向性・留意点） 

・ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に係る全工程を完了させるに当たり、設備切替えが必要となる加入者交換機

の規模や不具合等が発生した場合のリスク対応等の必要性を踏まえると、「固定電話」発通話のＩＰ網へ

の設備切替えに十分な時間（１年程度）を要するとのＮＴＴの考え方には妥当性が認められる。 

・メタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切替え）に当たっては、設備切替えが終わった地域と終わってい

ない地域との間で料金・提供条件に差異が生じることにより利用者間に不公平や混乱が発生する事態は

極力回避することが必要である。この観点からは、2024 年１月に一斉にメタルＩＰ電話へサービス移行

（契約切替え）を行うとのＮＴＴの考え方には、利用者への事前の周知が十分に行われるのであれば、妥

当性が認められる。 

・メタルＩＰ電話の終了時期についても、利用者の予見可能性を確保する観点から、可能な限り早期の確

定・公表が求められる。 

 

【意見内容】 

2025 年初頭（１月頃）をサービス維持限界と定め、それまでに｢固定電話｣発通話のＩＰ網への設備切替

えを完了するために、1 年前の 2024 年初頭（１月頃）に設備切替えを開始する必要があるとの「ＮＴＴの

考え方」に賛同いたします。 

 

【意見対象箇所】 

７頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（２） サービス移行に伴い求められる主な利用者対応 

③ サービスの終了に伴う代替サービスの確保 
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（ＮＴＴから示された考え方） 

・ 移行に伴い提供終了するサービスは、利用者の減少が見込まれ、ＩＰ網で技術的・経済的に提供が困

難なものである。 

・ 代替策等を案内した上で、提供終了することとしている。 

（委員会が示す対応の方向性・留意点） 

・ サービスの終了を円滑に進めるためには、利用者に対して代替サービスの選択肢が確保されている 

ことが重要である。 

・ サービスを終了する事業者においては、利用者に品質・コスト等の面で実質的に支障なく利用可能な

代替サービスを提案･提供することが求められる（一次答申の｢移行に伴い終了するサービス等の扱い｣

で整理された対応と同様 9）。 

 

【意見内容】 

委員会が示す対応の方向性・留意点について大いに賛同いたします。 

現状、ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の代替サービスが確保されていないことから、NTT 殿には光回

線サービスやモバイル回線を利用した代替策について検討を継続していただいております。 

今後も、業界団体との協議を継続し、品質とコスト等の面で支障なく利用可能な代替サービスの提案・提

供を要望いたします。 

 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが

必要である。 

①  代替案への移行促進に向けた対応 

・ 関係者からの意見・要望を踏まえ、代替サービス（他事業者の提供サービスを含む。）への移行促進に

向けた協力を継続的に実施すること。 

 

【意見内容】 

対象箇所の方向性（考え方）について、賛同いたします。 

現在、当社においては、固定電話網のＩＰ網への移行に伴うＩＮＳネット（ディジタル通信モード）終了への

対応として、可能なところから光回線への切り替えのための作業を進めているところです。 

その中で直面する問題として、 

（１）対象の回線設置場所の管理者あるいは施設管理組織担当者が、本件に関する情報を全く持ち合わ

せていないため、我々利用者（回線申請者）が直接先方担当者にＩＰ網移行の経緯を説明し理解を求め

なければならない。 
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（２）設置場所の館内配線設備が光回線敷設に未対応である場合、我々利用者が費用負担して配管設

備設置工事を行い、利用終了後は（残しておけば再利用可能な配管設備であっても）撤去～原状回復し

なければならない。 

という点が挙げられます。 

将来に向けた電話網の移行においては、できるだけ光回線を利用したＩＰ網への移行を目指す必要があ

ると考えますが、これを実現するためには建物内の館内配線設備が光回線敷設に対応していることが必

須となります。さらには、現段階から光回線対応館内配線設備を備えた建物を増やしていくことが、ＩＮＳ

ネット（ディジタル通信モード）終了に向けた代替サービスへの移行の促進にも繋がるものと考えます。 

そのような観点から、ＮＴＴ殿には、上記「回線設置場所の管理者あるいは施設管理組織担当者」に対し

ても、「固定電話網のＩＰ網への移行」に関しての周知を積極的に行って頂き、建物の恒久設備としての

「光回線敷設に対応した館内配線設備」の導入を促して頂くことを要望いたします。（特に自治体が管理

する公共の施設、建物については、国と連携して上記設備の導入を図って頂きたいと考えます。） 

 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが

必要である。 

②  補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を経た上で、可能な限り詳細かつ

早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障害発生時の対応について、可

能な限り早期に公表すること。 

 

【意見内容】 

対象箇所の方向性（考え方）について、賛同いたします。 

 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが

必要である。 
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③ 他事業者との一層の連携 

・ 他事業者との連携や十分な協議を行い、ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う他事業者及

びそのサービス利用者への影響の有無を確認し、影響が有る場合には、その発生時期と内容について

可能な限り早期に整理・周知を図ること 47。 

 

【意見内容】 

対象箇所の方向性（考え方）に賛同いたします。 

NTT 殿が想定している代替策の一つとして「モバイル回線を利用したサービス」とありますが、NTT 殿に

おいては携帯電話事業者様とも会社の垣根を越えて連携し、十分なサービス検討を行って頂くことを改

めて要望いたします。 

 

【意見対象箇所】 

３１～３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが

必要である。 

④ サービス移行前における事前検証の実施 

・ 現在実施されている検証の結果と同等の性能や信頼性を実運用後も十分に確保する観点から、サー

ビス移行前において、希望する関係者が、可能な限り実環境に近い環境下で検証を行うことができるよう

検討・調整を進めること。 

この他、今後具体的対応を進める過程で、当初想定していなかった意見・要望が利用者から示された

場合にも丁寧に対応することが求められる。 

 

【意見内容】 

対象箇所の方向性（考え方）に賛同いたします。 

これまでと同様、NTT 殿と連携、協力して検証を継続していくことで、円滑なサービス移行を目指したいと

考えております。 

 

【意見対象箇所】 

３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（３） 今後のフォローアップ 

一次答申で示された点に加えて、上記（１）及び（２）の点に係る取組の進捗状況については、今後も委
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員会・「利用者保護ＷＧ」において、ＮＴＴからの定期的な報告や各利用団体・企業からの意見聴取等を通

じて、随時確認していくことが適当である。 

 

【意見内容】 

対象箇所の方向性（考え方）に賛同いたします。 

 

 



 

 

受付番号：- 

受信日付：2017/ 07/26 13:28 

 

案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に対す

る意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：488-0802 

住所：愛知県尾張旭市東大道町曽我廻間２３０１－１ 

氏名：尾張旭市消防本部 担当・＿＿＿＿＿ 

連絡先電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

利用者メールアドレス：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

提出意見：- 

 

【意見対象箇所】 

９頁 

１ 固定電話網のＩＰ網への移行行程・スケジュール等 

３ 具体的移行に向けた今後の取組について 

このため、委員会においては、サービス移行に係る取組を確実に担保するため、具体的対応の取組状

況について、ＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じて関係者からの意見聴取等を行い、今後も

随時フォローアップしていくことが必要である。 

 

【意見内容】 

・本市は、時期指令台更新時期を、５年後の２０２２年（平成３３年度中納期）に予定しております

が、ＩＰ網への移行完了が予定されている２０２５年以降、ＮＴＴがいつまで現行のメタル回線に対

応していただけるか明確で無いため、固定電話からの１１９番通報が受けられなくなることの無いよ

う、２０２２年更新のタイミングで、将来のＩＰ網化に対応できるようにしておく必要があります。

つきましては、ＮＴＴからは早期に仕様を明示していただきたいとともに、予算編成上、費用が発生

する可能性と、発生する場合につきましては、国からの補助金等何かしらの援助について予定をされ

ているのか、基準等がございましたらその旨アナウンスしていただけますと、全国の消防機関にとっ

て朗報となるため、ご一考いただけますようお願い致します。 

 

・メタル回線が光回線に置き換わることに伴い、予備電源の無い回線終端装置等を設ける必要があり、

停電時に当該回線終端装置等が作動しないと火災通報装置による通報・通話ができなくなってしまう

とお聞きしました。そのため光回線に移行する場合、回線終端装置等には必ず予備電源を設けていた

だきたい、というのは全国の消防からすでに要望が出ていることと思いますが（メーカーＨＰによる

意見９ 



 

と、予備電源は１台約３万円以上となっており、全国で総額４２億円以上の費用を要する。）、本市

を含め、全国で災害弱者のために運用する、高齢者向け緊急通報ペンダント「あんしん電話」や、聾

唖者等が利用する「ＦＡＸ１１９」等につきましても、同じく予備電源を設けていただけますよう、

お願い致します。 

 

・一般の利用者については、負担なくＩＰ網化へ移行できるとのことですが、停電時に問題なく固定

電話を利用できるのか等、本市行政として事前に市民に周知する必要があると考えております。つき

ましては、消防庁や NTT からも、出来る限り早期に国民に向けた広報等を開始していただけますよう、

お願い致します。 
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意見書 

 

平成 29年 7月 27日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部事業政策課 御中 

 

 

郵便番号 810-0001 

住所   福岡市
ふ く お か し

中央区
ちゅうおうく

天神
てんじん

1 丁目 12 番 20

号 

氏名   株式
かぶしき

会社
かいしゃ

QTnet 

 代表取締役社長 岩 E

い わ

AAE﨑 E

さ き

A AE和人 E

か ず と

 

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」

に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

連絡者：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（電話番号）＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 



1 

(別紙) 

章 頁 意見 

２．ＩＰ網への移行に

向けた電気通信番

号の管理の在り方 

１７頁 

～ 

１８頁 

【意見対象箇所】 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

  事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021 年１月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解決」の仕組み

と番号移転に対応した「発番管理」の仕組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話の「双方向番号ポ

ータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始することが適当である。 

これを前提に、事業者においては、第 31 回委員会（2017 年５月 19 日）で報告された上記内容を基に、固定電話の

「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課題となっている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受

付や重要事項説明に係る業務の実施者、これら業務の順序性、業務間の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番

号データベースを共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用負担の在り方等についての検

討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

さらに、事業者においては、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入を前提に、その利用が可能となる地理

的範囲を、番号区画の範囲内とする「ロケーションポータビリティ」の拡大についても検討・協議を進めていく必要が

ある。 

総務省においては、引き続き、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入に向けて、事業者間協議を促

進するとともに、必要な制度整備を行うことが適当である。 

【意見内容】 

双方向番号ポータビリティの実現にあたっては、番号データベースのほか、各事業者の顧客管理・受付等のシステム

や運用についても大きな影響を及ぼすことになります。そのため、中小事業者の過度な負担とならぬよう、総務省殿に

おいては、引き続き事業者間協議を注視し、必要な制度を整備いただくことを希望します。 
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章 頁 意見 

５．ＩＰ網への移行に

関する諸課題への

対応 

２９頁 【意見対象箇所】 

５．１ 「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能 POIビル内の通信設備の扱い 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては、上記スキームを活用した「繋ぐ

機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事業者間において、今後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意形

成に十分配慮しながら詳細な整理を進めることが適当である。 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内に設置される通信設備については、原則としてその設置主体により技術基準に基づく維

持・管理・運用が行われる必要があり、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」が上記

スキームにより提供される場合は、ＮＴＴ東日本・西日本が「Ｌ２スイッチ」の設置主体となる。 

また、「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の構成・仕様については、当該設備を介して役

務を提供する事業者に課される技術基準（事業者間接続を行い音声呼を疎通させる場合の音声品質基準等を含む。）へ

の適合性が確保されるものとなっている必要がある。 

これらの点を踏まえ、事業者においては、「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の詳細な構

成・仕様を早期に明確化する必要がある。 

総務省においては、引き続き、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けた事業者間協議を促進するとともに、情報通

信技術分科会ＩＰネットワーク設備委員会における検討状況を踏まえ、技術基準等の整備を進めることが適当である。 

【意見内容】 

繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「L2 スイッチ」に関して、共同提案させていただいた IRU 方式

による提供スキームにより、設備の継続性及び L2 スイッチの仕様をコンソーシアム側で定義することができるなど、

身の丈に合わない過剰な設備となることを防止できることにより、コストの透明性は確保できるものと考えます。 

残された課題として考えられるコンソーシアムの継続性、コンソーシアム内部の公平性（負担のあり方）については、

今後、機器の選定や技術条件、運用保守の条件など、事業者間で整理することで最終的には継続性、透明性、公平性が

担保された L2 スイッチの提供（利用）スキームができるものと考えます。 
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章 頁 意見 

６．固定電話網の IP 網

への円滑な移行に

向けて（まとめ） 

３２頁 【意見対象箇所】 

ＮＴＴをはじめとする事業者においては、上記の具体的な移行工程・スケジュールを踏まえ、必要となる協議や取組

を加速し、円滑な移行の実現に向けた取組を着実に進めることが求められる。 

また、上記の具体的な移行工程・スケジュールに基づき、 

・ サービス移行との関係では、遅くとも 2021 年にはマイラインの代替手段としてのメタルＩＰ電話の通話サービス卸

の料金・提供条件が確定するとともに、ＮＴＴにおけるメタルＩＰ電話への移行に向けた準備・取組が本格化するこ

とから、その前に、十分な時間を確保した上で、移行等に係る取組についてあらかじめ行政が確認を行い整理・公表

するためのルールを導入することが必要となること 

・ 設備移行との関係では、2021 年から開始するＩＰ－ＩＰ接続に対応した技術基準等の整備及びＩＰ－ＩＰ接続での

発着信のための番号管理（ＥＮＵＭ方式による番号解決等）の仕組みに対応した電気通信番号の適正な管理・利用を

確保するための制度整備が必要となること 

を踏まえ、総務省においては、必要な制度整備に着手することが適当である。 

【意見内容】 

弊社としましても、円滑な移行の実現に向け、積極的に「事業者間意識合わせの場」等に参加し、議論や取組が加速

するよう協力いたします。総務省殿においては、引き続き事業者間協議を注視し、必要な制度を整備いただくことを希

望します。 

 

 



 

意見書 

 

平成 29年 7月 28日 

情報通信審議会 

電気通信事業政策部会長 殿 

 

郵便番号    730-0051 

  広島市中区 E

ひ ろ し ま し な か く

AAE大手 E

お お て

AAE町 E

ま ち

A二丁目 11番 10号 

      氏 名
（ ふ り が な ）

  株式
かぶしき

会社
がいしゃ

エネルギア・コミュニケーションズ 

取締 E

とりしまり

AAE役 E

や く

AA E社長 E

しゃちょう

A AE熊谷 E

くまがい

A A E銳 E

さとし

 

                  ＜連絡担当者＞ 

                   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電話番号  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

「『固定電話の円滑な移行の在り方』二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

  

意見 11 



（別紙） 

１／１頁 
 
 
 
 
 
 
 
 

章 頁 意 見 

５． 

ＩＰ網への移

行に関する諸

課題への対応 

 

５．１ 「電話

を繋ぐ機能」

に関する繋ぐ

機能ＰＯＩビ

ル内の通信設

備の扱い 

 

５．１．２ 具

体的方向性

（考え方） 

 

 

29頁 【答申案】 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては，上記スキームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」
環境の構築に向けて，事業者間において，今後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意形成に十分配慮しながら詳細な整理を
進めることが適当である。「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内に設置される通信設備については，原則としてその設置主体により技術基準に基づ
く維持・管理・運用が行われる必要があり，「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」が上記スキームによ
り提供される場合は，ＮＴＴ東日本・西日本が「Ｌ２スイッチ」の設置主体となる。また，「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビ
ル」内の通信設備の構成・仕様については、当該設備を介して役務を提供する事業者に課される技術基準（事業者間接続を行い音声呼を
疎通させる場合の音声品質基準等を含む。）への適合性が確保されるものとなっている必要がある。これらの点を踏まえ，事業者におい
ては，「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の詳細な構成・仕様を早期に明確化する必要がある。総務省におい
ては，引き続き，「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けた事業者間協議を促進するとともに，情報通信技術分科会ＩＰネットワーク
設備委員会における検討状況を踏まえ，技術基準等の整備を進めることが適当である。 

 

【意見】 

「『電話を繋ぐ機能』に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱いの『具体的方向性（考え方）』」の記載内容について，「L2ス

イッチ」の設備主体となるNTT東日本・西日本が技術基準に基づく維持・管理・運用を行うことで所要の品質が担保され安定したサービス

提供が期待できることから，賛同する。 

なお，このたび８社共同提案をしている「IRU方式」によるL2スイッチの提供スキームについては，今後の事業者間意識合わせの場の検

討などを通じ，当社を含めたより多くの接続事業者が参加するスキームを目指した検討が望ましいと考えている。より多くの接続事業者

が参加することで，IP網の利用者が,品質も良く，低廉で，多様なサービスを安心して利用できるものと考える。 

 

 



 

 

受付番号：- 

受信日付：2017/ 07/27 14:07 

 

案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に対す

る意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：163-0632 

住所：東京都新宿区西新宿新宿センタービル 

氏名：一般社団法人全国警備業協会 専務理事 福島克臣（担当：＿＿） 

連絡先電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

利用者メールアドレス＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

提出意見：- 

 

【意見対象箇所】 

３１頁  

５． ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 

【意見内容】  

一次答申を踏まえ、サービス終了時期の後ろ倒しや、補完策に係る情報開示、また、サービス移行

前における事前検証を可能な限り実環境に近い環境下で行うことができるように調整を進めること等

検討がされており、警備業協会として評価している。 

補足的な意見であるが、「補完策に係る一層の情報開示」に関し、特に、補完策がいつまで継続可能

かということは、利用企業が経営判断を行う上で重要となる。そのため、補完策の終了時期について

も、「（３）今後のフォローアップ」に記載されている通り、今後も委員会・「利用者保護ＷＧ」に

おいて関係者と協議のうえ、利用者団体・企業からの意見聴取等を通じて確認していただけることを

希望する。 
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意 見 書 

 

平成 29年 7月 27日 

 

情報通信審議会 

電気通信事業政策部会長 御中 

 

 

郵便番号 １０５－８００２ 

（ふりがな） とうきょうとみなとくはままつちょう 

住所     東京都港区浜松町１－３１ 

（ふりがな） かぶしきがいしゃ ぶんかほうそう 

氏名     株式会社文化放送 

     かみぐち ひろし 

代表取締役社長 上口 宏  

 

連絡担当者 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方

～（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙様式 

 

1 
 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが

必要である。 

①  代替案への移行促進に向けた対応 

・ 関係者からの意見・要望を踏まえ、代替サービス（他事業者の提供サービスを含む。）への移行促進に

向けた協力を継続的に実施すること。 

② 補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を経た上で、可能な限り詳細かつ

早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障害発生時の対応について、可

能な限り早期に公表すること。 

 

 

【意見内容】 

対象箇所の具体的方向性（考え方）について、賛同いたします。 

ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）終了に向け、当社では光回線を利用したＩＰ網への移行を開始しており 

ますが、接続先が既設建物、施設の場合において光配線設備等が不十分で、光回線が利用できない場 

合があります。 

ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）終了に向けた代替サービスへの移行の促進のためにも建築物所有 

者、施設管理者等への光配線設備に関する周知をＮＴＴ殿に要望いたします。 

また新たに建設される建物、施設等につきましても、設計段階から光回線の館内敷設に対応するよう、 

建築主、設計者等関係者への周知をＮＴＴ殿に要望いたします。 

 



別紙様式 

 

2 
 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが必

要である。 

③ 他事業者との一層の連携 

・ 他事業者との連携や十分な協議を行い、ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う他事業者及

びそのサービス利用者への影響の有無を確認し、影響が有る場合には、その発生時期と内容について

可能な限り早期に整理・周知を図ること 47。 

 

 

【意見内容】 

対象箇所の具体的方向性（考え方）に賛同いたします。 

携帯電話事業者様とも連携し、無線、モバイル通信を活用した十分なサービス検討を行って頂くことも要

望いたします。 

 



別紙様式 

 

3 
 

【意見対象箇所】 

３１～３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き続き調整を進めることが必

要である。 

 

④ サービス移行前における事前検証の実施 

・ 現在実施されている検証の結果と同等の性能や信頼性を実運用後も十分に確保する観点から、サー

ビス移行前において、希望する関係者が、可能な限り実環境に近い環境下で検証を行うことができるよう

検討・調整を進めること。 

この他、今後具体的対応を進める過程で、当初想定していなかった意見・要望が利用者から示された場

合にも丁寧に対応することが求められる。 

 

 

【意見内容】 

対象箇所の具体的方向性（考え方）に賛同いたします。 

今後も事前検証等でＮＴＴ殿に協力し、円滑なサービス移行を目指したいと考えております。 

 

 



意見書 

 

平成２９年７月２７日 

 

情報通信審議会 

 電気通信事業政策部会長 殿 

 

郵便番号 ４６０－０００８ 

住  所 愛知県
あいちけん

名古屋市
な ご や し

中区
な か く

栄
さかえ

二丁目２番
ばん

５

号
ごう

 

氏  名 中部
ちゅうぶ

テレコミュニケーション
て れ こ み ゅ に け ー し ょ ん

株式会社
かぶしきかいしゃ

 

     代 表 取 締 役 社 長
だいひょうとりしまりやくしゃちょう

 山本
やまもと

 賢
たかし

 

電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

       （連絡担当者 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。） 
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別紙 

 

 このたびは、「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関し、意見提出の機会を設けて頂い

たことにつきまして、御礼申し上げます。 

 以下のとおり、当社の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいくださいますようお願い申し上げます。 

 

【意見対象箇所】 

８頁 

１．固定電話網の IP 網への移行工程・スケジュール等 

（２）サービス移行に伴い求められる主な利用者対応 

 ④ＮＴＴと他事業者との連携 

 ・NTT は、NTT 東西のネットワーク・サービスを利用して自社のサービスを提供する他事業者との連携や十分な協議を通じ、当該他事業者とそ

のサービスの利用者に生じうる影響にも適切に対応していくことが重要。 

 ・NTT は、他事業者と連携しつつ、移行に伴い生じうる影響の発生時期や内容について可能な限り早期に明確化した上で、具体的な対応を検討

していくことが必要。 

 

【意見内容】 

・NTT東日本・西日本が行う移行についての周知・発表については他事業者への影響があることから、その周知内容及び周知のタイミングについ

て、NTT東日本・西日本は事前に「事業者間意識合わせの場」等を通して適切な情報開示をしていただく必要があると考えます。 

・NTT東日本・西日本は、今後も関係事業者と連携を図りながら、移行に伴い生じうる影響の発生時期や内容について、「事業者間意識合わせの

場」を通じて明確化した上で、関係事業者と真摯に協議を進めていく必要があると考えます。 

・総務省におかれましては、引き続き「事業者間意識合わせの場」の協議動向を把握していただきたいと考えます。 

【意見対象箇所】 

９～10 頁 

１ 固定電話網の IP 網への移行工程・スケジュール等 

（３）具体的対応に向けた今後の取組について 

 ②設備移行 

  設備移行に係る移行工程・スケジュールについては、「事業者間意識合わせの場」等における事業者間協議を通じて、一定程度の整理が進め

られていることが確認されたところ、各事業者における予見可能性を確保し、設備移行に係る着実な取組を促す観点から、「事業者間意識合わ

せの場」等における検討・整理を加速することが求められる。 

  このため、委員会においては、設備移行に係る取組がサービス移行に支障を与えない形で進められるようにするため、「事業者間意識合わせ

の場」等における検討・整理の状況について、｢事業者間意識合わせの場｣の事務局としてのＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じて関係

者から意見聴取等を行い、今後も随時フォローアップしていくことが必要である。 
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  また、こうした設備移行に係る検討・整理の状況も踏まえ、一次答申において検討が必要とされた「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制

度」等に関して、適切な制度設計を総務省において検討する必要がある。 

 

【意見内容】 

・接続事業者における予見可能性を確保し、関係事業者を含めた着実な設備移行を実施するために、NTT東日本・西日本は「事業者間意識合わせ

の場」を通じて、今後も積極的な情報提供を行いながら、各課題の検討・整理を加速する必要があると考えます。 

・総務省におかれましては、「事業者間意識合わせの場」等の検討・整理状況を踏まえて、必要に応じて適切な制度設計等を検討していただきた

いと考えます。 

・NTT東日本・西日本は、加入者交換機をメタル収容装置に転用する際に発生する改修費用等の規模感及び接続事業者の費用負担の考え方につい

て早期に接続事業者に開示する必要があると考えます。また、今回のＩＰ網への移行は NTT東日本・西日本の設備保守の限界に伴う接続事業者

の設備対応になることから、NTT東日本・西日本が接続事業者に対して過度な費用負担を求めることがないようにすることが必要であると考え

ます。 

【意見対象箇所】 

14 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．１ 電気通信番号の適正な管理・利用の仕組みの導入 

２．１．２ 具体的方向性（考え方） 

 将来も含めた電気通信番号の未利用等の問題に対応して、番号資源の公平かつ効率的な利用の確保についても対応の必要性が増している中、現

行制度上、柔軟な番号管理が困難である等の課題がある。 

こうした課題に対応するため、次の点についての制度的対応が必要である。 

 ①ＩＰ－ＩＰ接続に対応した番号管理の実効性・継続性を確保するため、電気通信番号を利用する事業者についての 

 ・ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解決」及び番号移転に対応した「発番管理」の実施義務 

 ・事業の休廃止又は譲渡等の場合における円滑な地位の「承継」を可能とする仕組み 

 ②卸電気通信役務により番号利用事業者が発番事業者と異なる場合に、卸先事業者における番号制度上の義務の履行の徹底を図るよう電気通信

番号の適正な管理を確保するための仕組み（卸元事業者から卸先事業者への指導等） 

 ③電気通信番号を利用するサービスの継続性に配慮しつつ、指定された電気通信番号の公平かつ効率的な利用を図るための 

 ・電気通信番号の利用状況や電気通信番号に係る義務の履行状況を一定期間ごとに確認する仕組み 

 ・電気通信番号が一定期間利用されていない場合や電気通信番号に係る義務が履行されていない場合は番号利用に関する取消し等の処分を可能

とする仕組み等 

 これらの制度的な対応は、事業者に対して新たな義務を課し、又はその権利を制限する内容が含まれることとなるため、電気通信事業法に規定

することも含め、適切な制度設計を総務省において検討することが適当である。 

 

【意見内容】 
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・双方番号ポータビリティ制度を持続的に提供するためには、ENUM方式に対応した「番号解決」及び番号移転に対応した「発番管理」の実施義

務や事業の休廃止又は譲渡等の場合における制度的対応が必要になると考えます。 

・0120 番号帯において指定率と使用率の乖離が顕著であることから、電気通信番号が一定期間利用されていない場合や電気通信番号に係る義務

が履行されていない場合は番号利用に関する取消し等の処分を可能とする仕組みの導入を検討していただきたいと考えます。 

【意見対象箇所】 

17～18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021年１月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解決」の仕組みと番号移転に対応した「発

番管理」の仕組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1

月）までに開始することが適当である。 

 

【意見内容】 

・今後の「事業者間意識合わせの場」では、双方向番号ポータビリティの導入時期に、利用者が一時的に電話番号が利用できない等の事態を回避

することを考慮しつつ、NTT 東日本・西日本及び関係事業者が双方向番号ポータビリティの運用方法、技術的な課題の検討・整理を鋭意進める

必要があると考えます。その検討結果を踏まえた上で、双方向番号ポータビリティの具体的なスケジュールについては、今回の二次答申（案）

に示されたスケジュールを念頭に検討を進める必要があると考えます。 

【意見対象箇所】 

18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 事業者においては、第 31回委員会（2017年５月 19日）で報告された上記内容を基に、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入に向

けて、引き続き課題となっている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受付や重要事項説明に係る業務の実施者、これら業務の順序性、業務間

の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番号データベースを共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用負担の在

り方等についての検討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

 

【意見内容】 

・双方向番号ポータビリティの導入に向けて「事業者間意識合わせの場」を通じて、NTT東日本・西日本及び関係事業者が今後も「双方向番号ポ

ータビリティ」の運用方法、番号データベースの扱い、費用負担の在り方等について鋭意整理を進める必要があると考え、上記の考え方に賛同

します。 

 また、NTT東日本・西日本及び関係事業者は、双方向番号ポータビリティの導入にあたっては、利用者への追加費用をできる限りかけないよう
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にしたり、各社の導入費用を軽減したりすることを念頭に最小限の追加費用で双方向番号ポータビリティを導入可能とする実現方法や運用方法

等について、「事業者間意識合わせの場」で検討を進める必要があると考えます。 

・双方向番号ポータビリティの実現方法については現在「事業者間意識合わせの場」で議論・検討を進めているところですが、事業者間での番号

ポータビリティの受付処理を行うオーダ流通システムを今後も NTT東日本・西日本が構築・運用する場合には、公正競争の観点から NTT東日

本・西日本の利用部門がオーダ流通システムの情報を今後も引き続き閲覧できない措置を講ずる必要があると考えます。 

【意見対象箇所】 

18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 事業者においては、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入を前提に、その利用が可能となる地理的範囲を、番号区画の範囲内とする

「ロケーションポータビリティ」の拡大についても検討・協議を進めていく必要がある。 

 

【意見内容】 

・双方向番号ポータビリティの運用を円滑に行うためには、番号区画の範囲内とする「ロケーションポータビリティ」の拡大が必要であると考え

ます。そのため、「事業者間意識合わせの場」において、「双方向番号ポータビリティ」の運用方法に加えて、番号区画の範囲内とする「ロケー

ションポータビリティ」の拡大に向けた運用面の課題等について整理を進める必要があると考えます。 

【意見対象箇所】 

18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 総務省においては、引き続き、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入に向けて、事業者間協議を促進するとともに、必要な制

度整備を行うことが適当である。 

 

【意見内容】 

・総務省におかれましては、「事業者間意識合わせの場」等の検討・整理状況を踏まえて、必要に応じて適切な制度設計等を検討していただきた

いと考えます。 

【意見対象箇所】 

22 頁 

３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 

３．２ 具体的方向性（考え方） 

 ＩＰ網への移行後における「回線保留・逆信」の代替機能として、「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくな
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る５機能を確実に実現し、これにより現行の「ＩＰ網からの自動呼び返し」に近い機能も実現可能とするＮＴＴの提案については、これらが十分

円滑かつ確実に機能するのであれば、技術面及びコスト面の観点から、現実的かつ合理的な対応であることが委員会において確認された。 

 また、「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくなる５機能に関しては、緊急通報全体に占める携帯電話発の割

合が増えている状況等に鑑み、コールバックの発側ネットワークを提供しているＮＴＴの対応を踏まえ、携帯電話事業者にも実現に向けた対応を

求めていくことが適当である。その際、コールバックの着側ネットワークを提供する事業者（今後想定される新規参入事業者も含む。）が対応す

るための技術仕様の標準化等も必要に応じて実施することが適当である。 

 

【意見内容】 

・一部の事業者が利用している既存の「IP網からの自動呼び返し」も継続した方が良いと考えます。そのため、両方式が並存する場合には、指

令台におけるユーザインタフェースの改善（IPの回線保留とその他のコールバックを指令台で判別し、ユーザ操作としては同じ操作で、通報

者に接続できるようにするなど）や職員への適切な訓練で対応していただくことも必要であると考えます。 

【意見対象箇所】 

26 頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

 「メタルＩＰ電話」について、ユニバーサルサービスとして提供されるオプションとして位置付けることが適切であると述べた。同様に光ファ

イバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料金・品質で提供することが可能であり、緊急通報も同様に確保される場合には、サ

ービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見地から、これらをユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意義

がある。そこで、固定電話の提供に係る以下の４つの論点について、総務省において検討することが必要である。 

 ①固定電話の提供手段の効率性・技術中立性 

  ユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段の効率性・技術中立性の観点から、光ファイバ及び無線の活用により、現在の加入電話と

同等の料金・品質の固定電話サービスを提供することの可否について検討が必要である。 

 ②無線アクセスを活用する場合の技術基準 

  無線アクセスをユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段として活用する場合、アナログ電話相当の通話品質、接続品質、ネットワ

ーク品質及び安定品質、緊急通報の取扱い等の技術基準についても検討する必要がある。 

 ③設備に関する規律 

  電気通信事業法施行規則第 14条において、加入電話の提供の手段は原則アナログ電話用設備とされ、日本電信電話株式会社等に関する法律

第２条において、ＮＴＴ東日本・西日本の地域電気通信業務は自己の設備を用いて行わなければならないとされている。無線を活用して固定電

話の役務を提供するのであれば、これらの制度の在り方についても検討が必要である。 

 ④交付金制度の妥当性 

  ユニバーサルサービス交付金制度は、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東日本・西日本を指定）の基礎的電気通信役務収支の赤字の一部を交付金

の交付により補てんする制度である。現行の補てんの対象はメタル回線によるアナログ電話を前提としているところ、光ファイバや無線を活用

した加入電話相当の固定電話をユニバーサルサービスと位置付けた場合に、緊急通報等の確実な確保に向けて、現行のユニバーサルサービス交
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付金制度がユニバーサルサービスの維持という制度上の要請に十分適合しているか、また、その見直しが必要ないか、検討が必要である。 

【意見内容】 

・NTT東日本・西日本は、今後の多様なアクセス手段による音声通話の提供時期やモバイルネットワークを活用した 0AB～Jの電話の検証結果を

早期に公表する必要があると考えます。また、総務省におかれましては、検討結果等を踏まえ４つの論点を慎重に検討していただきたいと考え

ます。 

【意見対象箇所】 

29 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．１ 「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

 「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては、上記スキームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構

築に向けて、事業者間において、今後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意形成に十分配慮しながら詳細な整理を進めることが適当

である。 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内に設置される通信設備については、原則としてその設置主体により技術基準に基づく維持・管理・運用が行われる必要

があり、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」が上記スキームにより提供される場合は、ＮＴＴ東日本・西日本

が「Ｌ２スイッチ」の設置主体となる。 

 また、「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の構成・仕様については、当該設備を介して役務を提供する事業者に課さ

れる技術基準（事業者間接続 

を行い音声呼を疎通させる場合の音声品質基準等を含む。）への適合性が確保されるものとなっている必要がある。 

 これらの点を踏まえ、事業者においては、「Ｌ２スイッチ」を含む「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の詳細な構成・仕様を早期に明確化す

る必要がある。 

 総務省においては、引き続き、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けた事業者間協議を促進するとともに、情報通信技術分科会ＩＰネット

ワーク設備委員会における検討状況を踏まえ、技術基準等の整備を進めることが適当である。 

 

【意見内容】 

・IRU方式による「L2スイッチ」の提供スキームの共同提案の機会をいただき、改めて感謝申し上げます。今後は、IRU方式による「L2スイッ

チ」に係る議論への参加を希望する事業者を交えて、IRU方式による「L2スイッチ」の提供スキームの詳細等について検討を進めることとなり

ますが、総務省におかれましては、その検討状況に注視していただき、必要に応じて技術基準を含めた適切な制度設計等を検討していただきた

いと考えます。 

【意見対象箇所】 

36 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．３ マイライン機能の扱い 
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５．３．２ 具体的方向性（考え方） 

 ＮＴＴから提案されているメタルＩＰ電話の通話サービス卸 55･56については、事業者間協議において、他事業者による安定的な利用を可能と

するため透明性・適正性・公正性を確保することが課題として認識された。 

 これについては、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件について、総務省において検証を行い、これによってマイライン代替サービスの

提供が現実的と認められる場合には、これによるマイラインサービスからの代替を進めることとし、マイラインサービスのための制度の廃止手続

きに入ることが適当と考えられる。 

 また、その場合、利用者及び事業者の予見可能性やサービス選択可能性を確実に担保する観点から、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の料金・

提供条件等について、「代替役務の提供状況や利用者の範囲等を踏まえ利用者利益の保護の必要性が高いと考えられるサービスに関し、その廃

止・移行に係る取組を予め行政が確認し、整理・公表するためのルール」にかからしめ、事前の情報提供が図られるようにすることが適当であ

る。 

 

【意見内容】 

・公平性の観点から、マイラインについては IP網移行後にサービス提供事業者が複数存在する等、競争原理が働く仕組みを導入されるよう、今

後も検討していただきたいと考えます。 

【意見対象箇所】 

38 頁 

６．固定電話網のＩＰ網への円滑な移行に向けて（まとめ） 

 ＮＴＴをはじめとする事業者においては、上記の具体的な移行工程・スケジュールを踏まえ、必要となる協議や取組を加速し、円滑な移行の実

現に向けた取組を着実に進めることが求められる。 

 また、上記の具体的な移行工程・スケジュールに基づき、 

 ・サービス移行との関係では、遅くとも 2021年にはマイラインの代替手段としてのメタルＩＰ電話の通話サービス卸の料金・提供条件が確定

するとともに、ＮＴＴにおけるメタルＩＰ電話への移行に向けた準備・取組が本格化することから、その前に、十分な時間を確保した上で、

移行等に係る取組についてあらかじめ行政が確認を行い整理・公表するためのルールを導入することが必要となること 

 ・設備移行との関係では、2021年から開始するＩＰ－ＩＰ接続に対応した技術基準等の整備及びＩＰ－ＩＰ接続での発着信のための番号管理

（ＥＮＵＭ方式による番号解決等）の仕組みに対応した電気通信番号の適正な管理・利用を確保するための制度整備が必要となること 

を踏まえ、総務省においては、必要な制度整備に着手することが適当である。 

 

【意見内容】 

・上記の考え方に賛同します。 

・当社といたしましても、円滑な移行の実現に向けた取組を着実に進めるために、関係事業者と協力しながら、「事業者間意識合わせの場」等に

おいて、移行に関する協議や取り組みを加速できるように真摯に対応を進めてまいります。 

・総務省におかれましては、「事業者間意識合わせの場」等の検討状況に注視していただき、必要に応じて技術基準を含めた適切な制度設計等を

検討していただきたいと考えます。 
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以上 



 

 

受付番号：- 

受信日付：2017/ 07/27 22:16 

 

案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に対す

る意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：485-0014 

住所：愛知県小牧市安田町１１９番地 

氏名：小牧市消防本部 消防長 山田 徹 

連絡先電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

利用者メールアドレス：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

提出意見：- 

 

【意見対象箇所】 

P７５ ④ 第三者発着信制限機能 

通報者が切断後に、通報した緊急通報受理機関以外の第三者との通話を一定時間制限することにより、

コールバック時の話中を回避する。 

【意見内容】 

現在、小牧市消防本部では１１９番を受信後、指令台からのコールバックよりも救急出動した救急隊

からコールバックすることが多く、上記の第三者発着信制限機能が救急隊の携帯電話から通報者への

コールバックが出来なくなるということであれば、業務に支障が出る恐れが考えられる。 
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（別記様式２） 

 

意 見 書 

 

平成２９年７月２８日 

 

情報通信審議会 

 電気通信事業政策部会長 様 

 

郵便番号 ３５１－００２３                   

住  所 埼玉県
さいたまけん

朝霞市
あ さ か し

溝沼
み ぞ ぬ ま

一丁目２番２７号   

団 体 名 朝霞
あ さ か

地区
ち く

一
い ち

部
ぶ

事務
じ む

組合
く み あ い

               

埼玉県 E

さいたまけん

A A E南西部 E

な ん せ い ぶ

A A E消防 E

しょうぼう

A A E本部 E

ほ ん ぶ

A              
電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿           

電子メールアドレス ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の

在り方～（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別 紙 

【意見対象箇所】 

３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

⑵ その他 

  ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）と同様の用途での利用が認められる「音

声通信を用いたデータの送受信」に関しても、ＮＴＴにおいては、検証環境の構築・

提供、検証結果に係る情報開示等について、関係者の要望・意見を踏まえつつ、可

能な限り早期に対応していくことが求められる。 

 

【意見内容】 

 平成１６年１１月２６日消防庁防災情報室事務連絡「携帯電話からの１１９番通

報の転送時におけるＵＵＩフォーマットの統一仕様について」において、ユーザ・

ユーザ情報（ＵＵＩ）サービスを用いて１１９番通報呼と同時に発信者番号なども

転送するフォーマットの統一仕様が決定された。 

 ＩＰ網移行後は、上記の転送方法は可能であるか。 

 また、「音声通信を用いたデータの送受信」として、現在転送されているデータ

である通信事業者情報、発番号情報で取得した番号情報の他に、位置情報のデータ

を転送する方法はできないか。 

 



意見書 

 

平成 29年７月 2８日 
情報通信審議会 
 電気通信事業政策部会長 殿 
 

 
 
 
 

郵便番号  105-7317 
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このたびは、「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～

（案）」に対し、意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまして、御礼申し上げます。以下の通り弊社の意見を述
べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上げます。 
 
【総論】 
「「固定電話網の円滑な移行の在り方」 一次答申～移行後の IP網のあるべき姿～（案）」に関した弊社意見

書（平成 29年 2月 23日付け）にて申し上げたとおり、現在、我が国の通信サービスは、多くの事業者が参入
し、多様なサービスの提供、料金の低廉化、新技術導入など、利用者である国民に多くの恩恵をもたらし、世界でも
最先端の ICT環境を構築するに至っています。これは、1985年の電気通信市場の自由化以降、総務省殿主導
により中継選択、マイライン制度の導入、ドライカッパ（メタル）の開放などの競争促進策の導入や、NTT グループ再
編による競争環境整備を進めることで、事業者間の競争原理を働かせると共に、公正な競争環境をチェックするため
の競争評価制度などが導入され、長年にわたって運用されてきた結果であり、この「公正な競争環境整備を進めるこ
とで、料金の低廉化、技術の発展を促進していくこと」という基本思想は、技術が IP へ変遷しようと変わりはありませ
ん。 
今回、「「固定電話網の円滑な移行の在り方」 二次答申~最終形に向けた円滑な移行の在り方のとりまとめに

向けて、固定電話網の IP網への具体的な移行工程・スケジュール及び当該以降に伴い求められる利用者対応等
の方向性・留意点、個別課題に関する具体的方向性が示されたところですが、現状として東日本電信電話株式会
社及び西日本電信電話株式会社（以下「NTT東西」）殿のシェア（加入電話及び 0ABJ-IP電話）は依然と
して高い市場支配力を有している他、光回線の卸売サービス（光コラボレーションモデル）は、NTT東西殿の原価に
連動せず不透明な価格により提供されている結果、料金競争が進まずユーザ料金が高止まりしており、かつ、卸売で
あるがゆえにサービス多様化が進まないといった課題が存在していることを踏まえ、IP網への移行は、ユーザ利便性の
維持等の利用者保護の観点及び公正な競争環境の維持・継続を促進することを前提に実施すべきものと考えま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙 
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【意見対象箇所】 
2-6頁 
1. 固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 
(1)サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 
・PSTNから IP網への（設備）移行は、支障なくサービス移行を行うためには、2025年 1月までに完了させる
ことが必要 
・メタル電話からメタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切替）は、利用者への事前周知が十分に行われるので
あれば、2024年 1月に一斉に実施することは妥当 
・サービス移行（契約切替）に係る周知は、メタルＩＰ電話へ移行する利用者規模も踏まえ、遅くとも 2022年
1月には開始することが必要。 
【意見内容】 
移行工程及びスケジュールの基本的な考え方に賛同します。詳細について引き続き NTT東西殿及び関係事業
者間での協議を進めつつ、設備移行にあたっては相互接続事業者と連携し、すべての事業者と漏れなく、円滑に
移行が実施されることを望みます。なお、直収電話サービス提供事業者である弊社としては、メタル回線の提供終
了予定スケジュールについても NTT グループ殿より早期の開示を要望します。 
【意見対象箇所】 
6-9頁 
（2）サービス移行に伴う求められる主な利用者対応 
＜契約切替＞ 
・利用者利益を保護しつつ利用者との契約の変更を合理的かつ簡素な手続で行う観点から検討を行うことが必
要 
・特に、利用者に不利益を伴う変更が生じる場合には、民法、消費者契約法や電気通信事業法等の規定に照
らして、具体的な約款の扱いや契約切替えの方法について十分に検討を行うことが必要。 
＜利用者への周知＞ 
・周知内容は悪質販売勧誘等による被害を防止する等の観点も含め、利用者にとって具体的かつ理解しやすい
内容となることが重要。 
・周知の方法は、利用者に負担とならない回数・範囲で効果的な方法を検討することが必要。 
 
【意見内容】 
移行時の契約切替及びユーザ周知の基本的な考え方に賛同します。契約移行に際しては、特に移行により廃止
となるサービスにおいてユーザの混乱が生じないよう積極的な情報開示が必要と考えます。また、移行により相互接
続事業者にも影響ある廃止サービス（INSやマイライン等）についての周知を効果的に実施することが肝要であ
り、関係者間で継続して協議することが必要であると考えます。 
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【意見対象箇所】 
9-10頁 
(3)具体的な対応に向けた今後の取り組み 
・代替役務の提供状況や利用者の範囲等を踏まえ利用者利益の保護の必要性が高いと考えられるサービスに関
し、一次答申において整理された「他の事業者によって十分に提供されないような電気通信サービスを終了する場
合のルールの在り方」も踏まえ、廃止・移行に係る取組を予め行政が確認し、整理・公表するためのルールの導入
について検討すること必要。 
・ 事業者間協議における設備移行に係る検討、整理の状況も踏まえ、一次答申において検討が必要とされた
「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度」等に関して検討することが必要。 
【意見内容】 
基本的な考え方に賛同します。なお、NTT東西殿における廃止・移行のサービスに関する詳細情報の提供や事
業者協議の継続を望むとともに、「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度」の検討においては NTT東西殿
の移行に伴う相互接続事業者への影響を十分に考慮することが必要と考えます。また、今後 NTT東西殿の接
続料が高騰することが見込まれるため、現行モデルが終了した後、時期モデル適用開始となる 2019年の接続料
適用時には IPLRIC を採用するべく、具体的な検討が必要と考えます。 
【意見対象箇所】 
11-15頁 
２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 
（１） ＩＰ－ＩＰ接続に対応した番号管理の実効性・継続性の確保 
（２） 番号の移転に係る適正な管理の確保 
（３） 番号資源の公平かつ効率的な利用の確保 
・ 2021年 1月から開始するＩＰ-ＩＰ接続に対応した番号の適正な管理・、利用等を確保するため、 
- 「番号解決」（※）等の実施義務 
- 事業の休廃止等の場合の番号の円滑な「承継」 
- 卸先事業者における適正な番号管理の徹底 
- 番号の利用状況等に関する確認や取消処分についての制度整備が必要。 
※発信元がＳＩＰサーバからの信号で発番事業者の番号データベースに番号を問い合わせ、当該番号データベ
ースがこれに応答すること。 
【意見内容】 
番号の適正管理ならびに公平かつ効率的な利用の確保について賛同します。なお、0120番号帯のように大多
数の番号の割当が特定事業者によって占められており、かつ事業者からの利用要望が多い番号帯について優先
的に実施し、それ以外の番号帯については、事業者からの利用要望等を把握した上で検討することが効果的と考
えます。 
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【意見対象箇所】 
16-18頁 
２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 
事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021 年１月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解決」
の仕組みと番号移転に対応した「発番管理」の仕組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話の
「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始することが適当である。 
【意見内容】 
移行期においては IP接続が完了していない事業者の番ポ番号解決が困難であることにより、双方向番号ポータ
ビリティ実現には IP網への移行完了が前提となるため、移行完了(2025年 1月予定)後速やかに固定電話の
「双方向番号ポータビリティ」が開始できるよう、実施に向けた準備を関係事業者間で進めいくことが適切と考えま
す。 
【意見対象箇所】 
19-23頁 
３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 
・「回線保留・逆信」の代替として「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくなる５機能
（※）を確実に実現することが現実的かつ合理的。 
・上記５機能は、携帯電話においても実現に向けた対応を求めることが適当。※①１ＸＹ番号通知、②転送解
除、③着信拒否解除、④第三者発着信制限、⑤災害時優先接続の５機能。 
【意見内容】 
IP網への移行後も「つながりやすくする」ことについての基本的な考え方に賛同します。携帯電話については、今後
関係者（行政、緊急機関、事業者）間で必要な機能及び実現方法を協議の中で整理していきたいと考えま
す。 
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【意見対象箇所】 
24-26頁 
４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 
・光ファイバ及び無線の活用により、現在の加入電話と同等の料金、品質の固定電話サービスを提供することの可
否について検討が必要。 
・無線アクセスを活用する場合、アナログ電話相当の品質・緊急通報の取扱い等の技術基準について検討が必
要。 
・無線を活用して固定電話サービスを提供するのであれば、現行制度の在り方についても検討が必要。 
・光ファイバや無線を活用した加入電話相当の固定電話をユニバーサルサービスと位置づけた場合に、緊急通報
等の確実な確保に向けて、現行のユニバーサルサービス交付金制度について検討が必要。 
【意見内容】 
ユニバーサルサービスの設備変更にあたっては、技術基準や日本電信電話株式会社等に関する法律（以下
「NTT法」）について慎重な議論が必要であり、特に NTT法の在り方の議論に際しては競争環境の維持・促進
等競争政策についても十分考慮が必要と考えます。 
【意見対象箇所】 
27-29頁 
５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 
～「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い～ 
・ ｢Ｌ２スイッチ｣に関しては、共同提案スキームを活用した｢繋ぐ機能ＰＯＩビル｣環境の構築に向けて、事業者
間において詳細な整理を進めることが必要。 
【意見内容】 
基本的な考え方に賛同します。なお、｢繋ぐ機能ＰＯＩビル｣内で複数事業者が利用する｢Ｌ２スイッチ｣について
は、共同提案スキームに参加しない場合でも、当該 L2 スイッチへの接続は発生するため、効率的な設備設計の
検討及び事業者間検討の場において技術仕様等の共有を望みます。 
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【意見対象箇所】 
30-32頁 
～ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応～ 
(1)INS ネットの終了に伴う対応ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、引き
続き調整を進めることが必要 
① 代替案への移行促進に向けた対応 
② 補完策に係る一層の情報開示 
③ 他事業者との一層の連携 
④ サービス移行前における事前検証の実施 
(2)その他 
NTT においては、検証環境の構築・提供、検証結果に係る情報開示等について、関係者の要望・意見を踏まえ
つつ、可能な限り早期に対応すべき 
(3)今後のフォローアップ 
取組の進捗状況については、今後も NTT からの定期的な報告等随時確認していくことが適当 
【意見内容】 
基本的な考え方に賛同します。INS ネット終了に伴い、相互接続先である弊社ユーザにも大きな影響が出るた
め、補完策や検証結果の共有等 NTT 殿からの詳細情報の提供や検証環境の確保等継続しての対応を望みま
す。 
【意見対象箇所】 
33-36頁 
～マイライン機能の扱い～ 
これまでマイラインの制度により担保されてきた事業者間での通話に用いる電話番号の桁数の同等性の確保は、
ＩＰ網への移行後は、ＮＧＮの優先パケット識別機能等を用いたサービス提供において番号ポータビリティを行う
ことで可能となる。 
・｢メタルＩＰ電話の通話サービス卸｣の提供条件について、総務省で検証を行い、その提供が現実的と認められ
る場合には、マイラインサービスのための制度の廃止手続きに入ることが適当。 
・周知の方法や費用負担の在り方については、利用者への効率的、効果的な周知と円滑な移行を促す観点か
ら、事業者間でさらに検討を行うことが必要。 
【意見内容】 
NTT 東西殿提案による卸サービスを活用する案は、マイラインにより実現していた事業者間競争が有効に働かなく
なることとなり、既存顧客の維持の観点からは必ずしも望ましいとは考えていません。 しかしながら、マイライン機能
の維持が困難との判断により NTT 東西殿案のマイラインを廃止し、卸等に移行する場合には、その起因者である
NTT 東西殿がその移行費用を原則負担すべきと考えており、利用者への周知方法や移行費用負担といった課
題整理を早急に実施する必要があると認識しており、関係事業者間で協議を進めてまいります。なお、利用者へ
の周知は NTT 東西殿の契約移行周知と併せて実施することにより可能な限り最小限とし、利用者の混乱を生じ
させないことが必要と考えます。また、その際、卸の場合の提供料金は、利用事業者の事業継続性を考慮した上
で、公平性と透明性を確保し、適切に算定されることを望みます。 
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【意見対象箇所】 
37-38頁 
６．固定電話網のＩＰ網への円滑な移行に向けて（まとめ）等 
<NTT をはじめとする事業者による取組> 
今後も委員会を定期的に開催することとし、一次答申及び本答申に基づく取組が適切かつ着実に実施されている
かについて、ＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じて事業者等からの意見聴取を行いつつ、フォローアップ
を実施。 
<総務省による取組> 
以下の点を踏まえ、必要な制度整備に着手することが適当。 
・サービス移行との関係では、遅くとも 2021年には NTT におけるメタルＩＰ電話への移行に向けた準備、取組が
本格化することから、その前に、移行等に係る取組についてあらかじめ行政が確認を行い整理、公表するためのル
ールを導入することが必要となること 
・設備移行との関係では、 
①2021年から開始する IP-IP接続に対応した技術基準等の整備 
②IP-IP 接続での発着信のための番号管理（ENUM 方式による番号解決等）の仕組みに対応した電気通信
番号の適正な管理、利用を確保するための制度整備が必要となること 
【意見内容】 
基本的な考え方に賛同します。NTT グループ殿には、引き続き移行に必要な詳細情報や IP-IP 相接に検証環
境の提供等円滑な移行を効率的に実施できるよう継続的な対応を求めます。行政殿におかれましては移行が円
滑かつ効率的に実施できるよう、引き続き適切なご対応をお願いします。 
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「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の

在り方～(案)」に関し、別紙の通り意見を提出します。 
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章 頁 意見 
５．２ ＩＮＳネット（ディ

ジタル通信モード）の終了

に伴う対応 
 

30～32 
ページ 

【意見箇所】 
5.2.1 一次答申を踏まえた課題・検討状況 
5.2.2 具体的方向性（考え方） 
 
【意見内容】 
二次答申案の、上記箇所に示されている内容・方向性については、賛同致します。 
5.2.2 で示されている各留意点に関して、考慮頂きたい点つきまして以下に記載させて頂きます。 
 
(1)方向性及び NTT 東西提示の代替案について 
・一般社団法人 情報サービス産業協会（JISA）EDI タスクフォースでは平成 28 年 10 月に「INS ネットディジ

タル通信モード終了による EDI への影響と対策 V1.1.2」を公表し、PSTN（公衆交換電話網）から IP 網への移

行の全般的な考え方は、正しい方向性であるとしています。 
（ご参照：http://www.jisa.or.jp/publication/tabid/272/pdid/EDI_report/Default.aspx） 
従いまして、INS ネット（ディジタル通信モード）を使用している現行 EDI は、他の代替手段に移行を行う必要

がありますが、NTT 東西提供の代替案（データコネクト等）では、EDI 用途（汎用性や複数企業間の相互接続が

必要）では適さないため、グローバルで主流になりつつあるインターネット EDI への移行を行うべきだと考えま

す。 
 
(2) INS ネット（ディジタル通信モード）サービス終了時期の後ろ倒しと補完策に関わる情報開示について 
・利用者全ての他の代替手段への移行が完了するまで長期間を要するため、充分な移行期間（5～10 年程度）を設

ける必要があり、INS ネット（ディジタル通信モード）サービス終了の後ろ倒しと補完策のセットで検討を進める

必要があると考えます。 
よって、今回の二次答申での INS ネット（ディジタル通信モード）サービス終了時期の 2024 年 1 月への後ろ倒し

の方針と同時期の補完策開始の方針については歓迎致します。 
・但し、補完策は NTT 東西提供の検証環境での JISA（EDI タスクフォース）テスト結果により、IP 化によるデ

ータ伝送遅延（状況にもよりますが、現行の INS 利用と比較して 1.2～3.0 倍程度）が発生することが判っており、

補完策（メタル IP 電話上のデータ通信）はインターネット EDI 等への移行が INS ネット（ディジタル通信モー

http://www.jisa.or.jp/publication/tabid/272/pdid/EDI_report/Default.aspx
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ド）の終了時期までに完了しなかった場合の期間限定の「救済策」の位置づけとすべきと考えます。 
（JISA の補完策検証環境テスト結果については、NTT 東西のホームページにて公表しています 
 NTT 東：http://web116.jp/phone/testbed/results.html  
 NTT 西：http://www.ntt-west.co.jp/denwa/testbed/result.html ） 
・各業界団体や企業にて、インターネット EDI への移行を円滑に進めるためには、上記「補完策」の特性（デー

タ遅延）を理解し、位置づけを判断した上で移行計画を立てる必要があり、NTT 東西より「INS ネット（ディジ

タル通信モード）の終了時期」及び「補完策」の内容（特性や課題等）を早期に正式発表すべきと考えます。 
また、「補完策（メタル IP 電話上のデータ通信）」は、期間限定の「救済策」の観点から、NTT 東西より提供終

了時期も同時期に発表すべきだと考えます。 
 

(3)音声通信を用いたデータの送受信について 
・IP 網移行により、従来の音声通信を用いたデータの送受信（INS ﾈｯﾄの通話モード及び加入電話）は共に「メタ

ル IP 電話（音声通信）を用いたデータの送受信」に移行する形になりますが、IP 変換ディレイによる伝送遅延が

補完策同様に発生する可能性が高く、「メタル IP 電話（音声通信）を用いたデータの送受信」に関しても早期のオ

ープンな検証環境が必要と考えます。 
 
(4)事前または並行検証環境の必要性について 
・PSTN から IP 網への移行は NTT 局（NTT コアネットワーク内）で実施されるため、移行時に移行対象局の利

用者側で想定外の障害（接続障害や想定以上の伝送遅延）が発生した場合、利用者側にて対応することが困難です。 
従いまして、(音声通信、補完策とも)商用環境と同等の事前の検証環境や並行運用環境が必要と考えます。 
 
(5)他事業者との連携について 
NTT 東西以外の事業者について、以下が未だ不明確であり早期な調整と公表が必要と考えます。 

・他事業者が提供している ISDN に関するサービスの取り扱い 

・他の事業者の補完策提供の有無 

・EDI に必要な周辺サービス（NTT コミュニケーションズ株式会社提供のフリーダイヤルやナビダイヤル等） 

の補完策での提供の有無  

・他事業者発「固定電話」着の IP 接続に関しては、2024 年より前（2023年初頭）から準備のできた他事業者か



－ 3 － 

ら順次スタートとなっている（6 月 2 日第 32 回電話網移行円滑化委員会資料 32-4 P32）が、その際の、他事業

者経由で EDI を行っている利用者の伝送遅延等の影響の有無          等々 

 
(6)今後のフォローアップについて 
・PSTN の IP 網移行完了は 2025 年まで長期に渡るため、現在の課題対応の進捗管理や新たな課題発生時の継続

的な検討調整の場が必要と考えます。 
従いまして、二次答申以降につきましても、貴省におかれましては、電話網移行円滑化委員会・利用者保護 WG
等の継続的な活動を行って頂きたく宜しくお願い致します。 
JISA（EDI タスクフォース）と致しましても、貴省、NTT 東西、関連団体等と連携を図りながら、継続して広報

活動や技術検証活動等を推進する所存です。 
 
 

以上 
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「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方

～（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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【意見対象箇所】 

４頁 

１． 固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（１） サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

②メタル電話からメタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切換え）時期【２０２４年１月】 

 

【意見内容】 

■部会が示された方向性に賛同いたします。 

■具体的な固定電話サービスの終了時期が２０２４年初頭と明記された事は、利用者が代替案及び代替

案（サービス）に対応した音声伝送機器等を検討するにあたり、期間的な猶予が設けられることに繋が

り、大いに賛同いたします。 

 

【意見対象箇所】 

３０～３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 全体 

 

【意見内容】 

■部会が示された方向性、留意点について賛同いたします。 

■一次答申では「ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応」として、「利用者側に立った検討

の必要性」が示されました。今回の二次答申（案）では、一次答申で示された項目に、利用者保護の観点

からＮＴＴに対して留意点の項目が追加されており、大いに賛同いたします。 

■代替サービスとして、光ファイバ回線設備が現状のメタル回線同様、一般的に必要なインフラ設備とし

て多くの施設に設置されることを期待しております。その為にも「固定電話網の IP 網への移行」について

の周知広報を、積極的に行っていただくことを要望いたします。 

■ＩＮＳネットの代替案としてモバイル回線を用いたサービスが検討されております。これまでＩＮＳネットが

敷設可能とされていた場所に、光ファイバ回線などの代替回線が敷設困難となるケースが現時点で想定

されるため、モバイル回線を用いた代替案については、ＮＴＴはグループ会社のみならず携帯電話各社と

も連携を取り、検討及び実現に向けた作業を進めて頂くことを望みます。 

■利用者保護の観点から、「この他、今後具体的対応を進める過程で、当初想定していなかった意見・要

望が利用者から示された場合にも丁寧に対応することが求められる。」との配慮に賛同いたします。 
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 「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～

（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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（別紙） 
 

この度は、「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関する意見提出の機会をいただき

厚く御礼申し上げます。 

下記のとおり弊社意見を述べさせていただきますので、お取り計らいの程、何卒宜しくお願い申し上げます。 

 

 

章 項 弊社意見 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通

信番号の管理の在り方 

15 項 【意見対象箇所】 

２．１．２ 具体的方向性（考え方） 

ＩＰ－ＩＰ接続に対応した番号管理の仕組みの構築に向けて、電気通信番号の利用状況

等を確認し、その結果を踏まえた番号資源の公平かつ効率的な再配分を早期に実現する

ため、総務省においては速やかに制度的対応の検討を進める必要がある。 

【意見内容】 

・電気通信番号の公平かつ効率的な利用の観点においては、0120 番号にみられるような特

定の事業者へ指定が偏り、なおかつ当該番号が市場では逼迫状態であるにも関わらず指

定済み番号の使用率が低いと言った状況に鑑みて、一部の廃止、再指定が可能となる制度

的対応も検討が必要と考えます。 

17 項～

18 項 

【意見対象箇所】 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

固定電話の「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）まで

に開始することが適当である。 

これを前提に、事業者においては、第 31 回委員会（2017 年５月 19 日）で報告された

上記内容を基に、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課

題となっている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受付や重要事項説明に係る業務



の実施者、これら業務の順序性、業務間の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番

号データベースを共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用

負担の在り方等についての検討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

さらに、事業者においては、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入を前提に、

その利用が可能となる地理的範囲を、番号区画の範囲内とする「ロケーションポータビリ

ティ」の拡大についても検討・協議を進めていく必要がある。 

【意見内容】 

・「双方向番号ポータビリティ」に係る導入コストが過度にならない運用及び方式であるこ

とが必要です。移行完了時に開始可能となるよう準備に努めますが、開始時期については

事業者間で今後協議を行っていく必要があるものと考えます。 

・なお、ひかり電話は現時点、番号ポータビリティの対象外ではありますが、「双方向番号

ポータビリティ」の導入と同時または先行して番号ポータビリティの対象とすべきと考

えます。 

・その他、「ロケーションポータビリティ」の考え方についても利用者が混乱しないよう十

分な検討が必要と考えます。 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサ

ルサービスとしての固定電話の効

率的な確保 

26 項 【意見対象箇所】 

同様に光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料金・品質で

提供することが可能であり、緊急通報も同様に確保される場合には、サービスを効率的に

提供するための選択肢を広げる見地から、これらをユニバーサルサービス提供手段のオ

プションとして積極的に捉えていく意義がある。そこで、固定電話の提供に係る以下の４

つの論点について、総務省において検討することが必要である。 

【意見内容】 

・光ファイバや無線のアクセス回線をユニバーサルサービスとして許容することは現行制

度に適合するところではないため、慎重な検討が必要と考えます。 

・将来、無線アクセスを固定電話の提供手段として活用することを想定して、通話品質を始



めとした技術基準の見直しを検討していく必要があると考えます。 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題へ

の対応 

29 項 【意見対象箇所】 

５．１．１ 一次答申を踏まえた課題・検討状況 

事業者においては、この８社共同提案を前提に、今後更に具体的な検討・協議（例：機器

選定・技術条件や保守・運用方法の整理、料金その他の条件、品質維持等の責任範囲、コ

ンソーシアムへの新規参入と撤退が生じた場合の一括前払い費用の精算方法等）が進め

られることが第 31 回委員会（2017 年５月 19 日）で報告された。 

【意見内容】 

・本答申案に示されているとおり、当該コンソーシアム以外の事業者が参入、あるいは当初

のコンソーシアム事業者が撤退する場合の費用精算の方法等についても検討を進めてい

く必要があると考えます。 

36 項 【意見対象箇所】 

５．３．２ 具体的方向性（考え方） 

実際、マイラインの代替サービスを提供するものとしてＮＴＴから提案されているメタ

ルＩＰ電話の通話サービス卸については、事業者間協議において、他事業者による安定的

な利用を可能とするため透明性・適正性・公正性を確保することが課題として認識され

た。 

（中略）その上で、マイラインのサービス移行に関する利用者への周知については、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本が今後行うメタル電話からメタルＩＰ電話への移行に係る基本契約の

扱いと同じタイミング・通知手段（例：ＮＴＴの周知文書を郵送する封筒にマイラインの

周知文書も同封）で行うことにより、利用者が様々な事業者から何度も連絡を受けるとい

った負担の軽減を図るとともに、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に便乗した消費者被害を

防止することが適当である。 

また、その他必要な周知方法（新聞広告、コールセンター等）及びその費用負担の在り方

については、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移行を促す観点から事業者間で更



に検討を行う必要がある。 

【意見内容】 

・本答申案に示されているとおり、案①（メタル IP 電話の通話サービス卸を代替とする案）

自体を否定するものではありませんが、少なくともマイラインと同程度の競争状態を確保

のうえ、切り替える必要があると考えており、そのためにも卸の提供条件が適正であるこ

とは欠かせないものと考えます。 

・また、マイラインサービスを廃止する際のマイライン登録者に対する周知については、い

つ・誰が・どのような周知をどこまで実施するかについて事業者間で十分に議論した上で

実施することとし、当該費用については NTT 側都合により代替サービスへ切り替わるとこ

ろであることも踏まえて、NTT 側のメタル IP 電話への契約の切り替えに係る周知の範囲内

ですべて負担されることが適当と考えます。 

 

以上 
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別紙 

 

【意見対象箇所】 

４頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（１） サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

② メタル電話からメタルＩＰ電話へのサービス移行（契約切替え）時期 【2024 年１月】 

・・・利用者の混乱を避けるため、｢固定電話｣発通話のＩＰ網への設備切替えを開始する必要がある

2024 年初頭（１月頃）に一斉にメタルＩＰ電話へサービス移行（契約切替え）することとしたい。 

 

【意見内容】 

 NTT から、IP 網への設備切り替え時期(2024 年初頭)と IP 網への移行完了時期(2025 年初頭)が具

体的に明示されたことは評価できます。また、移行期間中にエリアごとに料金・提供条件に差異が生

じることを避けるため、IP 網への設備切り替え開始の段階(2024 年初頭)で一斉に契約切り替えにより

メタル IP 電話サービスへ移行する計画も十分評価できると考えます。 

 

【意見対象箇所】 

６頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（２） サービス移行に伴い求められる主な利用者対応 

① 契約切替（方法） 

・メタルＩＰ電話への移行後も利用者宅での工事は不要で電話機等の端末はのまま利用可能である。

また、基本料は変わらず通話料は全国一律３分 8.5 円となり、基本的に多くの利用者には現状より低

廉な料金で利用可能である。 

 

【意見内容】 

 ここで示された内容が利用者に確実に届くように十分な告知を行い、悪質な販売勧誘が生じる余地

がないよう十分な対策が取られることを希望します。 

 

【意見対象箇所】 

１８頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

・・・固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課題となっている利用者利便

等を踏まえた運用方法（申込受付や重要事項説明に係る業務の実施者、これら業務の順序性、業務

間の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番号データベースを共用する際に利用希望事業者

が必要と考える要件、費用負担等）、費用負担の在り方等についての検討・協議を速やかに進めてい

く必要がある。 

 

【意見内容】 
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固定電話の市場自体は、今後大きく伸びるような市場ではありません。公平性の観点から双方向

番号ポータビリティの導入は必要と考えますが、実際の運用方法や費用負担の在り方等に関して、市

場全体で過度な投資とならないよう、事業者間で十分な協議が進められ、総務省殿が適切に監督さ

れることを期待します。 

 

【意見対象箇所】 

３１頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

② 補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を経た上で、可能な限り詳細

かつ早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障害発生時の対応につい

て、可能な限り早期に公表すること。 

 

【意見内容】 

 INS ネット(デジタル通信モード)の廃止時期が、当初 NTT が表明していた 2020 年度後半から 2024 

年初頭に後ろ倒しされたことは評価できます。補完策(メタル IP 電話上のデータ通信)に関する検証結

果等についても、継続的に十分な情報提供が行われることを期待します。 

 

【意見対象箇所】 

３２頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（２） その他 

 ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）と同様の用途での利用が認められる「音声通信を用いたデータの

送受信」に関しても、ＮＴＴにおいては、検証環境の構築・提供、検証結果に係る情報開示等につい

て、関係者の要望・意見を踏まえつつ、可能な限り早期に対応していくことが求められる。 

 

【意見内容】 

 音声通信を用いたデータの送受信(FAX の利用など)は、現状ではまだ使われているケースがあり、

将来的にも一定程度は残っていくと考えられます。答申案にもあるように、NTT から十分な情報提供

がなされることを期待します。 

 

 

 

【意見対象箇所】 

３９頁 
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おわりに 

 また、ＮＴＴにおいては、予見可能性を確保する観点から、光ＩＰ電話への移行も視野に入れ、メタルＩ

Ｐ電話の終了時期についても可能な限り早期に確定・公表することが求められる。 

 

【意見内容】 

当面、メタル回線を残存させてメタル IP 電話のサービスを提供するとしても、あくまでこれは暫定解

であり、光 IP電話への移行促進策を強化していくことは必要と考えます。さらに、メタル IP電話の終了

時期等についても、できる限り早期に情報提供されることを望みます。 
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「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申 

～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に関するＮＴＴの考え 

 

 

私どもは、現在ご利用いただいている「固定電話※」を、ＩＰ網へ移行することについ

て、２０１０年１１月に「ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～」を発表し、

２０１５年１１月に「『固定電話』の今後について」を公表のうえ、電話網移行円滑化委

員会での累次の説明（「固定電話網の円滑な移行の在り方について」（２０１６年４月）

及び「固定電話のＩＰ網移行後のサービス及び移行スケジュールについて」（２０１７年

４月）等）により、私どもの考えをお示ししてきました。 

 

※ＮＴＴ東西が固定電話網（ＰＳＴＮ）により提供する加入電話及びＩＮＳネット（音声） 

 

その中でも申し述べてきたとおり、固定電話網からＩＰ網への円滑な移行を進めてい

く上で最も重要なポイントは、音声通信市場が縮小していく中、ＩＰ網へ移行後も引き

続き固定電話をご利用されるお客様のために、いかに固定電話を維持していくかとい

う点であると考えます。 

そのためには、ＩＰ網の特性を活かし、できる限りお客様にご負担をおかけしないよ

う、最小限の追加コストで「固定電話」の受け皿となるメタルＩＰ電話を実現していく必要

があると考えます。 

 

今回の二次答申（案）では、固定電話網からＩＰ網への移行に向け、上述の考えを

基本的な視点に据えて一定の整理が図られたものと認識しており、 

① マイライン制度の廃止手続きに入るとする方向性が示されたこと 

② 事業者間における「電話を繋ぐ機能」の実現に向けた方向性が示されたこと 

③ 緊急通報の「回線保留・逆信」の代替機能としてＮＴＴ東西提案の「指令台からの

コールバック」による対応が現実的かつ合理的との考えが示されたこと 

については、事業者間での検討状況・結果等も踏まえた、利用者視点での円滑なＩＰ

網への移行に資するものと考えます。 

また、お客様に出来る限り負担をおかけすることなく「固定電話」を維持していく観

点から、無電柱化エリアやルーラルエリアにおいて、メタルケーブル等を再敷設するこ

とが非効率となる場合には、アクセス回線として光ケーブルや無線を含めた様々な選

択肢から最適な方法を選択できるようにしていただきたいと考えます。 

 

別紙 
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私どもとしては、円滑な移行に向けて、お客様にできる限りご迷惑をおかけしないよ

う、今後とも引き続き、事業者間協議を加速するとともに、消費者被害発生防止を含

めたお客様周知やＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に向けた業界団体等との

連携、緊急通報受理機関との丁寧な対応等に努めていく考えです。 
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 （別紙） 
 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関して、意見提出

の機会をいただき、厚く御礼申し上げます。つきましては、当社の意見を以下のとおり提出させていただきますので、お

取り計らいの程宜しくお願い申し上げます。 

 

意見提出者：NTT ドコモ 

提出意見 

【意見対象箇所】 

17～18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

 （略） 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始することが適当で

ある。 

 これを前提に、事業者においては、第 31回委員会（2017年 5月 19日）で報告された上記内容を基に、固定電話の

「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課題となっている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受

付や重要事項説明に係る業務の実施者、これら業務の順序性、業務間の連携の方法等）、番号データベースの扱

い（番号データベースを共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用負担の在り方等に

ついての検討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

 

 

【意見内容】 

利用者利便の向上のため、双方向番号ポータビリティの実現は必要と考えており、コストミニマムな実現方式とす

ることを前提に、引き続き、事業者間意識合わせの場で検討を進めることが必要と考えます。 

 

【意見対象箇所】 

22 頁 

３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 

３．２ 具体的方向性（考え方） 

 （略） また、「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくなる５機能に関しては、緊急

通報全体に占める携帯電話発の割合が増えている状況等に鑑み、コールバックの発側ネットワークを提供している

ＮＴＴの対応を踏まえ、携帯電話事業者にも実現に向けた対応を求めていくことが適当である。 

 

 

【意見内容】 

携帯電話における５機能の取扱いについては、固定電話と携帯電話で異なる機能面や利用実態等を踏まえた検

討が必要と考えます。 

通報者との通話をつながりやすくする、あるいは緊急通報受理機関からの通報を確実に知らせるために、利用者

利便や客観的な事実も踏まえつつ、各機能の必要性・有効性について、関係機関と引き続き意識合わせを進めて参

りたい。 

 

【意見対象箇所】 

26 頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

（略）光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料金・品質で提供することが可能であ

り、緊急通報も同様に確保される場合には、サービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見地から、これら

をユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意義がある。そこで、固定電話の提供に係

る以下の４つの論点について、総務省において検討することが必要である。 

① 固定電話の提供手段の効率性・技術中立性 

（略） 
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【意見内容】 

ユニバーサルサービスの検討にあたっては、効率性・技術中立性の観点だけでなく、公正な競争環境確保の観点

から、特定の事業者のみに過度な負担とならないよう十分に配慮しつつ、公正中立な視点での検討が必要と考えま

す。 

 

以上 
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（別紙） 

 「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申（案）に関する当社の考え 

 

  当社は、現在ご利用いただいている固定電話のＩＰ網への移行について、2010 年 11 月に

「ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～」を、2015 年 11 月に「『固定電話』の今

後について」を、それぞれ公表した上で、電話網移行円滑化委員会での累次の説明（「固定

電話網の円滑な移行の在り方について」（2016年 4月）及び「固定電話網のＩＰ網移行後のサ

ービス及び移行スケジュールについて」（2017年 4月）等）を通じて、ＩＰ網の特性を活かしたメ

タルＩＰ電話の提供条件（全国一律の通話料金等）やＩＰ網への移行工程・スケジュール等に

ついて当社の考えをお示ししてきました。  

 その中で申し述べてきたとおり、固定電話網のＩＰ網への円滑な移行を進めていく上での最

も重要なポイントは、音声通信市場が縮小していく中、ＩＰ網への移行後も引き続き固定電話

をご利用されるお客様のために、いかに固定電話を維持していくかという点にあり、そのため

には、ＩＰ網の特性を活かし、できる限りお客様にご負担をおかけしないよう、最小限のコスト

で現在の固定電話の受け皿となるメタルＩＰ電話を実現していく必要があると考えます。 

 今回の二次答申（案）では、事業者間での検討状況等も踏まえながら、こうした基本的な考

え方をもとに、固定電話網のＩＰ化に向けて、事業者間競争の促進よりもむしろ、利用者利便

の確保や円滑な移行に重点を置いた方向性が示されたと考えており、賛同します。  

 その中でも、マイラインについて、今後も固定電話市場は縮小していく見込みであることやＩ

Ｐ網への移行に伴い距離区分のない全国一律の料金体系が主流になることを踏まえ、その

廃止手続きに入るとする整理がなされたことは適切であると考えます。 

 当社としては、責任をもって固定電話を維持していく考えであり、今回の整理を踏まえつつ、

お客様にできる限りご迷惑をおかけしないよう、事業者間の協議を加速するとともに、消費者

被害の発生防止を含む丁寧なお客様周知、各種の関係団体等との密接な連携、緊急通報

受理機関との丁寧な対応等に努め、引き続き関係者の皆様からのご協力もいただきながら、

固定電話網のＩＰ網への円滑な移行を着実に進めていく考えです。 

  個別項目についての意見は、次ページ以降のとおりです。 
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意見対象箇所 意見内容 

10 頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（１） サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

（２）サービス移行に伴い求められる主な利用者対応 

～（中略）～ 

（３）具体的対応に向けた今後の取組について 

  ① サービス移行 

ＮＴＴにおいては、上記（１）及び（２）を踏まえ、関係者と連携して、具体

的対応を着実に進めることが求められる。 

このため、委員会においては、サービス移行に係る取組を確実に担保

するため、具体的対応の取組状況について、ＮＴＴから定期的な報告を求

め、必要に応じて関係者からの意見聴取等を行い、今後も随時フォロー

アップしていくことが必要である。  

～（中略）～ 

  ② 設備移行 

設備移行に係る移行工程・スケジュールについては、「事業者間意識

合わせの場」等における事業者間協議を通じて、一定程度の整理が進め

られていることが確認されたところ、各事業者における予見可能性を確

保し、設備移行に係る着実な取組を促す観点から、「事業者間意識合わ

せの場」等における検討・整理を加速することが求められる。 

このため、委員会においては、設備移行に係る取組がサービス移行に

支障を与えない形で進められるようにするため、「事業者間意識合わせ

の場」等における検討・整理の状況について、｢事業者間意識合わせの

場｣の事務局としてのＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じて関係

者から意見聴取等を行い、今後も随時フォローアップしていくことが必要

である。 

固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等について、二次答申

（案）で示されたサービス移行・設備移行に関する具体的対応は当社として

も必要であると考えており、関係団体や関係事業者等と協力しながら、着実

にその取組みを進めることとし、電話網移行円滑化委員会にも取組状況を

報告していく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

35～36 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．３ マイライン機能の扱い 

 ５．３．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

委員会においては、マイライン登録数が年々減少していることを考慮すべ

きという点及びＩＰ網への移行に伴い距離に依存しない料金体系が一般的と

なると想定される点を踏まえ、ＩＰ網への移行後もマイラインを維持すること

は合理的ではなく、メタルＩＰ電話の通話サービス卸を活用して提供する通

話サービスへ移行することが適当ではないかとの指摘がなされた。 

他方で、案①を採用するとした場合、現在のマイライン利用者への電話の

提供条件が、通話サービス卸の提供条件に大きく影響されることとなる点に

留意する必要がある。 

実際、マイラインの代替サービスを提供するものとしてＮＴＴから提案され

ているメタルＩＰ電話の通話サービス卸については、事業者間協議におい

て、他事業者による安定的な利用を可能とするため透明性・適正性・公正性

を確保することが課題として認識された。 

これについては、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件について、

総務省において検証を行い、これによってマイライン代替サービスの提供が

現実的と認められる場合には、これによるマイラインサービスからの代替を

進めることとし、マイラインサービスのための制度の廃止手続きに入ること

が適当と考えられる。 

～（中略）～ 

また、その他必要な周知方法（新聞広告、コールセンター等）及びその費

用負担の在り方については、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移

行を促す観点から事業者間で更に検討を行う必要がある。 

固定電話市場は直収／ＩＰ電話の間の競争（回線契約を含めた競争）に移

行していることに加え、ＩＰ網への移行に伴い距離に依存しない料金体系が

主流となること等を踏まえると、二次答申（案）において、マイライン制度の廃

止手続きに入るとする整理がなされたことは適切であると考えます。 

当社は、マイラインの代替サービスとして提案している「メタルＩＰ電話の通

話サービス卸」について、今後、より具体的な料金体系・水準等を事業者に

情報提供するとともに、マイラインのサービス移行に関する利用者への周知

方法等について、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移行を促す観

点から、事業者間での協議を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

26 頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的

な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料

金・品質で提供することが可能であり、緊急通報も同様に確保される場合に

は、サービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見地から、これら

をユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意

義がある。そこで、固定電話の提供に係る以下の４つの論点について、総

務省において検討することが必要である。 

① 固定電話の提供手段の効率性・技術中立性 

ユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段の効率性・技術中立

性の観点から、光ファイバ及び無線の活用により、現在の加入電話と同等

の料金・品質の固定電話サービスを提供することの可否について検討が必

要である。 

② 無線アクセスを活用する場合の技術基準 

無線アクセスをユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段とし

て活用する場合、アナログ電話相当の通話品質、接続品質、ネットワーク品

質及び安定品質、緊急通報の取扱い等の技術基準についても検討する必

要がある。 

 

最小限のコストで固定電話を実現していく観点から、無電柱化エリアやル

ーラルエリア等において、アクセス回線として光ケーブルや無線を含めた

様々な選択肢から最適な方法を選択可能とするため、無線を活用した固定

電話サービスの提供等について検討が必要と整理されたことは適切であると

考えます。 

当社は、無線を活用した 0ＡＢ－Ｊ電話サービスについて、今後、技術検証

の実施を予定しており、その結果を踏まえ、提供方法等の具体化を進め、総

務省等へ相談していく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

22 頁 

３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 

 ３．２ 具体的方向性（考え方） 

 ～（中略）～ 

ＩＰ網への移行後における「回線保留・逆信」の代替機能として、「指令台

からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくなる５機能

を確実に実現し、これにより現行の「ＩＰ網からの自動呼び返し」に近い機能

も実現可能とするＮＴＴの提案については、これらが十分円滑かつ確実に機

能するのであれば、技術面及びコスト面の観点から、現実的かつ合理的な

対応であることが委員会において確認された。 

また、「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながり

やすくなる５機能に関しては、緊急通報全体に占める携帯電話発の割合が

増えている状況等に鑑み、コールバックの発側ネットワークを提供している

ＮＴＴの対応を踏まえ、携帯電話事業者にも実現に向けた対応を求めていく

ことが適当である。その際、コールバックの着側ネットワークを提供する事

業者（今後想定される新規参入事業者も含む。）が対応するための技術仕

様の標準化等も必要に応じて実施することが適当である。 

 

ＰＳＴＮで実現している「回線保留・逆信」の代替として、通話をつながりや

すくする５つの機能（①１ＸＹ通知機能、②転送解除機能、③着信拒否解除機

能、④第三者発着信制限機能、⑤災害時優先接続機能）の具備を前提にコ

ールバックとすることが、「技術面及びコスト面の観点から、現実的かつ合理

的な対応である」とされたことは適切であり、緊急通報受理機関にご協力い

ただけたことで、ＩＰ網移行後の緊急通報の議論を進めていく環境が整ったも

のと考えています。 

当社としては、引き続き、緊急通報受理機関への分かりやすい説明等に

努めるとともに、ご要望等を踏まえながら、ＩＰ網移行後の緊急通報の実現に

向けた対応を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

31～32 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、

引き続き調整を進めることが必要である。 

① 代替案への移行促進に向けた対応 

・ 関係者からの意見・要望を踏まえ、代替サービス（他事業者の提供サー

ビスを含む。）への移行促進に向けた協力を継続的に実施すること。 

② 補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を

経た上で、可能な限り詳細かつ早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障

害発生時の対応について、可能な限り早期に公表すること。 

③ 他事業者との一層の連携 

・ 他事業者との連携や十分な協議を行い、ＩＮＳネット（ディジタル通信モ

ード）の終了に伴う他事業者及びそのサービス利用者への影響の有無

を確認し、影響が有る場合には、その発生時期と内容について可能な限

り早期に整理・周知を図ること。 

④ サービス移行前における事前検証の実施 

・ 現在実施されている検証の結果と同等の性能や信頼性を実運用後も

十分に確保する観点から、サービス移行前において、希望する関係者

が、可能な限り実環境に近い環境下で検証を行うことができるよう検討・

調整を進めること。 

この他、今後具体的対応を進める過程で、当初想定していなかった意見・

要望が利用者から示された場合にも丁寧に対応することが求められる。 

ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応については、関係団

体等のご協力により、終了時期の後ろ倒しや補完策（メタルＩＰ電話上のデー

タ通信）の提供等の目処を立てることができたものと考えています。  

当社としては、今秋、ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）のサービス終了時

期を確定し、一次答申及び二次答申（案）で示された留意点を踏まえつつ、

全てのＩＮＳネットユーザ（ディジタル通信モード）に対する周知を行っていく考

えです。また、関係団体等のご要望を踏まえて更に代替案の充実に努めると

ともに、引き続き関係団体等と連携した利用者への対応を進めていきたいと

考えています。 

なお、補完策の検証についても、引き続き検証結果の公表等に向けて関

係者と調整を進めていくとともに、「音声通信を用いたデータの送受信」の検

証環境についても提供準備を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

29 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．１ 「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関して

は、上記スキームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事

業者間において、今後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意

形成に十分配慮しながら詳細な整理を進めることが適当である。 

 

「電話を繋ぐ機能」については、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の詳細

な構成・仕様、ＩＰ接続の接続条件等について、引き続き事業者間で具体的

な検討を進めていく考えです。 

 

17～18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021年 1月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方

式に対応した「番号解決」の仕組みと番号移転に対応した「発番管理」の仕

組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話の「双方向番

号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始すること

が適当である。 

 

「固定電話の『双方向番号ポータビリティ』は、ＩＰ網への移行完了（2025年

1 月）までに開始することが適当」とされたことを踏まえ、今後、コストミニマム

な実現方法（運用方法等）について、事業者間での検討を加速し、双方向番

号ポータビリティの実現によって利用者利便の向上を図っていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

10 頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（３） 具体的対応に向けた今後の取組について 

 ～（中略）～ 

また、こうした設備移行に係る検討・整理の状況も踏まえ、一次答申にお

いて検討が必要とされた「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度」等に

関して、適切な制度設計を総務省において検討する必要がある。 

 

音声通信市場の縮小が続く中、とりわけ固定電話については、事業者間

の競争を促進するフェーズから、利用者のためにいかに維持していくかとい

うフェーズに既に移行していることに加え、ＩＰ網移行後は原則二者間の直接

接続という双務的な関係になること等を踏まえ、長期増分費用方式に基づく

接続料算定を廃止する等、固定電話における非対称規制の見直しを検討し

ていく必要があると考えます。 
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（別紙） 

 「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申（案）に関する当社の考え 

 

  当社は、現在ご利用いただいている固定電話のＩＰ網への移行について、2010 年 11 月に

「ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～」を、2015 年 11 月に「『固定電話』の今

後について」を、それぞれ公表した上で、電話網移行円滑化委員会での累次の説明（「固定

電話網の円滑な移行の在り方について」（2016年 4月）及び「固定電話網のＩＰ網移行後のサ

ービス及び移行スケジュールについて」（2017年 4月）等）を通じて、ＩＰ網の特性を活かしたメ

タルＩＰ電話の提供条件（全国一律の通話料金等）やＩＰ網への移行工程・スケジュール等に

ついて当社の考えをお示ししてきました。  

 その中で申し述べてきたとおり、固定電話網のＩＰ網への円滑な移行を進めていく上での最

も重要なポイントは、音声通信市場が縮小していく中、ＩＰ網への移行後も引き続き固定電話

をご利用されるお客様のために、いかに固定電話を維持していくかという点にあり、そのため

には、ＩＰ網の特性を活かし、できる限りお客様にご負担をおかけしないよう、最小限のコスト

で現在の固定電話の受け皿となるメタルＩＰ電話を実現していく必要があると考えます。 

 今回の二次答申（案）では、事業者間での検討状況等も踏まえながら、こうした基本的な考

え方をもとに、固定電話網のＩＰ化に向けて、事業者間競争の促進よりもむしろ、利用者利便

の確保や円滑な移行に重点を置いた方向性が示されたと考えており、賛同します。  

 その中でも、マイラインについて、今後も固定電話市場は縮小していく見込みであることやＩ

Ｐ網への移行に伴い距離区分のない全国一律の料金体系が主流になることを踏まえ、その

廃止手続きに入るとする整理がなされたことは適切であると考えます。 

 当社としては、責任をもって固定電話を維持していく考えであり、今回の整理を踏まえつつ、

お客様にできる限りご迷惑をおかけしないよう、事業者間の協議を加速するとともに、消費者

被害の発生防止を含む丁寧なお客様周知、各種の関係団体等との密接な連携、緊急通報

受理機関との丁寧な対応等に努め、引き続き関係者の皆様からのご協力もいただきながら、

固定電話網のＩＰ網への円滑な移行を着実に進めていく考えです。 

  個別項目についての意見は、次ページ以降のとおりです。 
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意見対象箇所 意見内容 

10 頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（１） サービス移行に係る具体的な移行工程・スケジュール 

（２）サービス移行に伴い求められる主な利用者対応 

～（中略）～ 

（３）具体的対応に向けた今後の取組について 

  ① サービス移行 

ＮＴＴにおいては、上記（１）及び（２）を踏まえ、関係者と連携して、具体

的対応を着実に進めることが求められる。 

このため、委員会においては、サービス移行に係る取組を確実に担保

するため、具体的対応の取組状況について、ＮＴＴから定期的な報告を求

め、必要に応じて関係者からの意見聴取等を行い、今後も随時フォロー

アップしていくことが必要である。  

～（中略）～ 

  ② 設備移行 

設備移行に係る移行工程・スケジュールについては、「事業者間意識

合わせの場」等における事業者間協議を通じて、一定程度の整理が進め

られていることが確認されたところ、各事業者における予見可能性を確

保し、設備移行に係る着実な取組を促す観点から、「事業者間意識合わ

せの場」等における検討・整理を加速することが求められる。 

このため、委員会においては、設備移行に係る取組がサービス移行に

支障を与えない形で進められるようにするため、「事業者間意識合わせ

の場」等における検討・整理の状況について、｢事業者間意識合わせの

場｣の事務局としてのＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じて関係

者から意見聴取等を行い、今後も随時フォローアップしていくことが必要

である。 

固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等について、二次答申

（案）で示されたサービス移行・設備移行に関する具体的対応は当社として

も必要であると考えており、関係団体や関係事業者等と協力しながら、着実

にその取組みを進めることとし、電話網移行円滑化委員会にも取組状況を

報告していく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

35～36 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．３ マイライン機能の扱い 

 ５．３．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

委員会においては、マイライン登録数が年々減少していることを考慮すべ

きという点及びＩＰ網への移行に伴い距離に依存しない料金体系が一般的と

なると想定される点を踏まえ、ＩＰ網への移行後もマイラインを維持すること

は合理的ではなく、メタルＩＰ電話の通話サービス卸を活用して提供する通

話サービスへ移行することが適当ではないかとの指摘がなされた。 

他方で、案①を採用するとした場合、現在のマイライン利用者への電話の

提供条件が、通話サービス卸の提供条件に大きく影響されることとなる点に

留意する必要がある。 

実際、マイラインの代替サービスを提供するものとしてＮＴＴから提案され

ているメタルＩＰ電話の通話サービス卸については、事業者間協議におい

て、他事業者による安定的な利用を可能とするため透明性・適正性・公正性

を確保することが課題として認識された。 

これについては、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件について、

総務省において検証を行い、これによってマイライン代替サービスの提供が

現実的と認められる場合には、これによるマイラインサービスからの代替を

進めることとし、マイラインサービスのための制度の廃止手続きに入ること

が適当と考えられる。 

～（中略）～ 

また、その他必要な周知方法（新聞広告、コールセンター等）及びその費

用負担の在り方については、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移

行を促す観点から事業者間で更に検討を行う必要がある。 

固定電話市場は直収／ＩＰ電話の間の競争（回線契約を含めた競争）に移

行していることに加え、ＩＰ網への移行に伴い距離に依存しない料金体系が

主流となること等を踏まえると、二次答申（案）において、マイライン制度の廃

止手続きに入るとする整理がなされたことは適切であると考えます。 

当社は、マイラインの代替サービスとして提案している「メタルＩＰ電話の通

話サービス卸」について、今後、より具体的な料金体系・水準等を事業者に

情報提供するとともに、マイラインのサービス移行に関する利用者への周知

方法等について、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移行を促す観

点から、事業者間での協議を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

26 頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的

な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料

金・品質で提供することが可能であり、緊急通報も同様に確保される場合に

は、サービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見地から、これら

をユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意

義がある。そこで、固定電話の提供に係る以下の４つの論点について、総

務省において検討することが必要である。 

① 固定電話の提供手段の効率性・技術中立性 

ユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段の効率性・技術中立

性の観点から、光ファイバ及び無線の活用により、現在の加入電話と同等

の料金・品質の固定電話サービスを提供することの可否について検討が必

要である。 

② 無線アクセスを活用する場合の技術基準 

無線アクセスをユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段とし

て活用する場合、アナログ電話相当の通話品質、接続品質、ネットワーク品

質及び安定品質、緊急通報の取扱い等の技術基準についても検討する必

要がある。 

 

最小限のコストで固定電話を実現していく観点から、無電柱化エリアやル

ーラルエリア等において、アクセス回線として光ケーブルや無線を含めた

様々な選択肢から最適な方法を選択可能とするため、無線を活用した固定

電話サービスの提供等について検討が必要と整理されたことは適切であると

考えます。 

当社は、無線を活用した 0ＡＢ－Ｊ電話サービスについて、今後、技術検証

の実施を予定しており、その結果を踏まえ、提供方法等の具体化を進め、総

務省等へ相談していく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

22 頁 

３．ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の確保 

 ３．２ 具体的方向性（考え方） 

 ～（中略）～ 

ＩＰ網への移行後における「回線保留・逆信」の代替機能として、「指令台

からのコールバック」において通報者との通話がつながりやすくなる５機能

を確実に実現し、これにより現行の「ＩＰ網からの自動呼び返し」に近い機能

も実現可能とするＮＴＴの提案については、これらが十分円滑かつ確実に機

能するのであれば、技術面及びコスト面の観点から、現実的かつ合理的な

対応であることが委員会において確認された。 

また、「指令台からのコールバック」において通報者との通話がつながり

やすくなる５機能に関しては、緊急通報全体に占める携帯電話発の割合が

増えている状況等に鑑み、コールバックの発側ネットワークを提供している

ＮＴＴの対応を踏まえ、携帯電話事業者にも実現に向けた対応を求めていく

ことが適当である。その際、コールバックの着側ネットワークを提供する事

業者（今後想定される新規参入事業者も含む。）が対応するための技術仕

様の標準化等も必要に応じて実施することが適当である。 

 

ＰＳＴＮで実現している「回線保留・逆信」の代替として、通話をつながりや

すくする５つの機能（①１ＸＹ通知機能、②転送解除機能、③着信拒否解除機

能、④第三者発着信制限機能、⑤災害時優先接続機能）の具備を前提にコ

ールバックとすることが、「技術面及びコスト面の観点から、現実的かつ合理

的な対応である」とされたことは適切であり、緊急通報受理機関にご協力い

ただけたことで、ＩＰ網移行後の緊急通報の議論を進めていく環境が整ったも

のと考えています。 

当社としては、引き続き、緊急通報受理機関への分かりやすい説明等に

努めるとともに、ご要望等を踏まえながら、ＩＰ網移行後の緊急通報の実現に

向けた対応を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

31～32 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．２ ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

５．２．２ 具体的方向性（考え方） 

（１） ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応 

ＮＴＴは、一次答申で示された留意点に加え、更に以下の点に留意して、

引き続き調整を進めることが必要である。 

① 代替案への移行促進に向けた対応 

・ 関係者からの意見・要望を踏まえ、代替サービス（他事業者の提供サー

ビスを含む。）への移行促進に向けた協力を継続的に実施すること。 

② 補完策に係る一層の情報開示 

・ 補完策の検証を通じて確認されたデータについては、関係者の調整を

経た上で、可能な限り詳細かつ早期に公表すること。 

・ 補完策への移行に伴う設備切替えの方法・手順や切替期間における障

害発生時の対応について、可能な限り早期に公表すること。 

③ 他事業者との一層の連携 

・ 他事業者との連携や十分な協議を行い、ＩＮＳネット（ディジタル通信モ

ード）の終了に伴う他事業者及びそのサービス利用者への影響の有無

を確認し、影響が有る場合には、その発生時期と内容について可能な限

り早期に整理・周知を図ること。 

④ サービス移行前における事前検証の実施 

・ 現在実施されている検証の結果と同等の性能や信頼性を実運用後も

十分に確保する観点から、サービス移行前において、希望する関係者

が、可能な限り実環境に近い環境下で検証を行うことができるよう検討・

調整を進めること。 

この他、今後具体的対応を進める過程で、当初想定していなかった意見・

要望が利用者から示された場合にも丁寧に対応することが求められる。 

ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）の終了に伴う対応については、関係団

体等のご協力により、終了時期の後ろ倒しや補完策（メタルＩＰ電話上のデー

タ通信）の提供等の目処を立てることができたものと考えています。  

当社としては、今秋、ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）のサービス終了時

期を確定し、一次答申及び二次答申（案）で示された留意点を踏まえつつ、

全てのＩＮＳネットユーザ（ディジタル通信モード）に対する周知を行っていく考

えです。また、関係団体等のご要望を踏まえて更に代替案の充実に努めると

ともに、引き続き関係団体等と連携した利用者への対応を進めていきたいと

考えています。 

なお、補完策の検証についても、引き続き検証結果の公表等に向けて関

係者と調整を進めていくとともに、「音声通信を用いたデータの送受信」の検

証環境についても提供準備を進めていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

29 頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．１ 「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

～（中略）～ 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関して

は、上記スキームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事

業者間において、今後の事業者の状況変化等にも対応したオープンな合意

形成に十分配慮しながら詳細な整理を進めることが適当である。 

 

「電話を繋ぐ機能」については、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内の通信設備の詳細

な構成・仕様、ＩＰ接続の接続条件等について、引き続き事業者間で具体的

な検討を進めていく考えです。 

 

17～18 頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 

２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021年 1月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方

式に対応した「番号解決」の仕組みと番号移転に対応した「発番管理」の仕

組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話の「双方向番

号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始すること

が適当である。 

 

「固定電話の『双方向番号ポータビリティ』は、ＩＰ網への移行完了（2025年

1 月）までに開始することが適当」とされたことを踏まえ、今後、コストミニマム

な実現方法（運用方法等）について、事業者間での検討を加速し、双方向番

号ポータビリティの実現によって利用者利便の向上を図っていく考えです。 
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意見対象箇所 意見内容 

10 頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

（３） 具体的対応に向けた今後の取組について 

 ～（中略）～ 

また、こうした設備移行に係る検討・整理の状況も踏まえ、一次答申にお

いて検討が必要とされた「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度」等に

関して、適切な制度設計を総務省において検討する必要がある。 

 

音声通信市場の縮小が続く中、とりわけ固定電話については、事業者間

の競争を促進するフェーズから、利用者のためにいかに維持していくかとい

うフェーズに既に移行していることに加え、ＩＰ網移行後は原則二者間の直接

接続という双務的な関係になること等を踏まえ、長期増分費用方式に基づく

接続料算定を廃止する等、固定電話における非対称規制の見直しを検討し

ていく必要があると考えます。 
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だいひょうとりしまりやくしゃちょう   ふじの  たかお 

代表取締役社長     藤野 隆雄 

電 話 番 号 ＿＿＿＿＿＿＿ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙 

弊社意見 

【意見対象箇所】 

総論 

 

【意見内容】 

 今回の 2 次答申案は、「事業者間意識合わせの場」等における事業者間の検討結果等を踏まえ、固定

電話網の IP 網への移行について方向性が示されたもののと考えており、大変意義があるものと考えます。 

 当社としては、既に IP 接続の開始に向けて検討がなされているところ、引き続き事業者間の協議を通じて

諸課題の解決を図っていきたいという考えです。総務省殿におかれましても、事業者間の協議状況等を注視

していただき、適宜フォローアップしていただくことを要望します。 
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【意見対象箇所】 

１４頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 

２．１ 電気通信番号の適正な管理・利用の仕組みの導入 

２．１．２ 具体的方向性（考え方） 

これらの制度的な対応は、事業者に対して新たな義務を課し、又はその権利を制限する内容が含まれる

こととなるため、電気通信事業法に規定することも含め、適切な制度設計を総務省において検討することが

適当である。 

 

【意見内容】 

• ＩＰ－ＩＰ接続に対応した番号管理の実効性・継続性を確保するため、ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解

決」及び番号移転に対応した「発番管理」の実施義務を、電気通信事業法に規定することも含め、制度

的に対応していくことに賛同いたします。  

• 他方、電気通信事業者に一律に課された実施義務を履行するための運用管理費などの費用について

は、「双方向番号ポータビリティ」の利用の多い事業者と少ない事業者の間ではその費用負担の公平性

が確保されず、利用者の不利益が生じることや公正な競争の確保への影響が想定されるところです。その

ため、制度設計にあたっては「事業者間の公平な費用負担の実現」という点に配慮いただくことを要望しま

す。  

【意見対象箇所】 

１７～１８頁 

２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方  

２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入  

２．１．２ 具体的方向性（考え方）  

事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021 年１月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方式に対応した「番号解決」の

仕組みと番号移転に対応した「発番管理」の仕組みが全ての事業者において構築されることから、固定電話

の「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）までに開始することが適当である。 

 

【意見内容】 

• ＩＰ網への移行完了までに「双方向番号ポータビリティ」を開始することに向けて、ＩＰ網への移行完了までの

期間においては、全ての利用者が「双方向番号ポータビリティ」を利用できるとは限らないことを踏まえて、

利用者の混乱をきたさないよう進めていく必要があると考えます。 

• そのため、「双方向番号ポータビリティ」は全ての利用者が「双方向番号ポータビリティ」を利用できる時点に

一斉に開始すべきと考えます。 
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【意見対象箇所】 

２４～２６頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 

全体 

 

【意見内容】 

• 二次答申案に整理されている論点は、ユニバーサルサービスについて固定の電話による提供が前提になっ

ていることに加えて、その内容も技術的な観点が中心となっていますが、ユニバーサルサービス制度の主旨

に立ち返った制度的な観点の論点整理は不可欠と考えます。 

• 例えば、以下の点について検討を進めることが重要と考えます。なお、制度的な観点の検討となることか

ら、主に技術的な観点を中心に取り扱う本委員会とは切り離して、別の場で集中して検討することが望ま

しいと考えます。 

 電話サービスの提供手段が多様化する現在において、引き続きユニバーサルサービスの対象を固定

電話に限定するのか 

 仮に NTT 東西殿が無線を活用するのであれば、携帯電話事業者による提供の方が効率的でない

か 

 携帯電話は全国的に幅広くカバーされており、一部の大手携帯電話事業者では携帯電話回線を

用いた固定電話サービスを提供する中、ユニバーサルサービスの担い手を NTT 東西のみとしていくの

か 等 

• また、これらの検討の際には、ICT インフラの強靭化を鑑みるに、有線・無線それぞれの特性を活かした多

様性の確保が重要と考えるところ、その中でユニバーサルサービスをどう位置づけるべきかといった議論も重

要と考えます。 

• なお、固定電話の提供手段として無線の活用が可能と判断され、ＮＴＴ東西殿の地域電気通信業務に

おいて自己の設備以外を用いることも可能とされた場合には、固定通信分野と移動通信分野の双方の

市場支配力が結合することも想起されます。制度の在り方によっては、公正な競争の確保が困難になる

おそれがあることから、慎重な検討が必要と考えます。 
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【意見対象箇所】 

２６頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

② 無線アクセスを活用する場合の技術基準 

無線アクセスをユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段として活用する場合、アナログ電話相当の

通話品質、接続品質、ネットワーク品質及び安定品質、緊急通報の取扱い等の技術基準についても検討

する必要がある。 

 

【意見内容】 

光ファイバ及び無線の活用にあたっては、一次答申の方向性（※）で示されたとおり、現在の加入電話と同

等の料金・品質の固定電話サービスが確保されることが不可欠と考えます。無線アクセスを活用することを目

的として、技術基準を大きく見直すことのないよう要望します。 

 

※ 一次答申で示された基本的方向性 （３．１．２ 具体的方向性（考え方） （１）技術基準等について） 

安定的な通信を提供し、国民生活に深く浸透している固定電話サービスについては、ネットワークがＩＰ網に

移行しても、利用者の立場から見た場合には安全・信頼性確保の重要性は従来と変わるものではない。

したがって、ＩＰ網への移行を契機として固定電話サービスの現行の信頼性や品質等の水準を変更する特

段の必要性は生じない。 
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【意見対象箇所】 

２６頁 

４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 

４．２ 具体的方向性（考え方） 

④ 交付金制度の妥当性 

ユニバーサルサービス交付金制度は、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東日本・西日本を指定）の基礎的電気

通信役務収支の赤字の一部を交付金の交付により補てんする制度である 39。現行の補てんの対象はメタル

回線によるアナログ電話を前提としているところ、光ファイバや無線を活用した加入電話相当の固定電話をユ

ニバーサルサービスと位置付けた場合に、緊急通報等の確実な確保に向けて、現行のユニバーサルサービス

交付金制度がユニバーサルサービスの維持という制度上の要請に十分適合しているか、また、その見直しが必

要ないか、検討が必要である。 

 

【意見内容】 

• 光ファイバや無線を活用する代表的なエリアとして、NTT 殿から提示のあった無電柱化エリアやルーラルエリ

アにおいては、当該地域に参入する自己設置事業者についても、コスト・運用保守面で NTT 殿と共通す

る課題があると考えます。特に無電柱化エリアは、国土交通省殿において「無電柱化推進のあり方」が検

討されているところに鑑み、今後一層そのエリアが拡大していくことが想定されるため、本課題の重要性は

益々高まっている状況です。 

• このような状況の中、ユニバーサルサービス交付金制度において、ＮＴＴ東西殿の光ファイバや無線を活用

した加入電話相当の固定電話について赤字の一部を交付金の交付により補てんすることは、当該地域に

おけるNTT殿の競争力のみを高め、他の自己設置事業者は撤退を余儀なくされることにつながりかねず、

結果して当該地域における事業者選択機会の損失や価格・サービス競争の停滞等、利用者の利益を

損ねるおそれがあると考えます。なお、無電柱化エリアについては、複数の事業者による競争が行われてい

る可能性が高いことから、当該地域の補てんの是非については特に慎重に検討すべきと考えます。 

• 仮にユニバーサルサービスの維持のために補てん対象とする場合には、当該地域における設備・サービスの

提供実態等を踏まえた利用者利益の維持・確保するという点にも十分に留意した対応を講じていただくこ

とを要望します。例えば、無電柱化エリアにおける光ファイバの活用について補てん対象とする場合などは、

利用者の事業者選択機会を確保するという観点から、民地内の引込管路を含めた地中化設備の共用

化についても合わせて検討すべきと考えます。 
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【意見対象箇所】 

２９頁 

５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 

５．１ 「電話を繋ぐ機能」に関する繋ぐ機能ＰＯＩビル内の通信設備の扱い 

５．１．２ 具体的方向性（考え方） 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては、上記スキームを活用した「繋

ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事業者間において、今後の事業者の状況変化等にも対応したオープ

ンな合意形成に十分配慮しながら詳細な整理を進めることが適当である。 

 

【意見内容】 

• 事業者間で取りまとめられたＩＲＵ方式による「Ｌ２スイッチ」の提供スキーム（８社共同提案）について、詳細

な整理を進めていくという方向性を示していただいたことに御礼申し上げます。 

• 本スキームの詳細な整理においては、品質維持の責任範囲等の諸課題はありますが、事業者間の円滑

な協議によって解決を図ると共に、本スキームには多数の電気通信事業者が加わることが望ましいと考え

られるため、本スキームに参加することの意義を高めていくことが重要と考えます。 

• なお、総務省殿におかれましても、本スキームに関する検討状況など、適宜フォローアップしていただくことを

要望します。 

 

以 上 
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「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方 

～（案）に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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【意見対象箇所】 

２．    ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 
２．１．  電気通信番号の適正な管理・利用の仕組みの導入 
２．１．１ 一次答申を踏まえた課題・検討状状況 

（２）番号の移転に係る適正な管理の確保 
１２頁 
  卸元事業者の番号を利用して卸先事業者が提供するサービスにおいては、例えば利

用者から「番号ポータビリティ」の申出があった場合は、卸元事業者から卸先事業者へ

の指導等を通じてこれに確実に対応する等、利用者利益の確保の観点から、卸策事業者

における番号制度上の義務の履行の徹底を図るよう、電気通信番号の適正な管理を確

保していく必要がある。 
==== 
２．２   固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 
２．２．２ 具体的方向性（考え方） 

１８頁  

事業者においては、第 31 回委員会（2017 年 5月 19 日）で報告された上記内容を

基に、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課題となっ

ている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受付や重要事項説明に係る業務の実施

者、これら業務の順序性、業務間の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番号デ

ータベースを共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用負

担の在り方等についての検討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

さらに、事業者においては、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入を前提

に、その利用が可能となる地理的範囲を、番号区画の範囲内とする「ロケーションポー

タビリティ」の拡大についても検討・協議を進めていく必要がある。 

総務省においては、引き続き、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導

入に向けて、事業者間協議を促進するとともに、必要な制度整備を行うことが適当であ

る。 

 

【意見内容】 

当社では、自ら設備を設置、サービスを提供する電話サービスに加え、卸元事業者か

らのサービス卸を受けた電話サービスも提供しております。 

IP 網の移行に向けての「番号管理」や「双方向番号ポータビリティ」の実現におき

ましては自らのサービス及び卸先事業者の両面で運用に影響があると共に、利用者へ

の周知等の面での対応も想定されます。 

そのため、今後の検討におきましては、卸先事業者も含め関係する事業者の意見を聴

取する機会を設けていただくことを要望します。 
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「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～

（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。）
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別 紙 
【意見内容】 
総論 
今回の答申案において、IP 網への移行工程・スケジュール及び当該移行に伴い求められる利用者

対応の方向性や留意点に関して具体的方向性が示されたことは、IP 網への円滑な移行を進める上
で有意義なものであると考えます。当社は、本答申案に示された方向性を踏まえ、真摯に事業者間
協議を進めていく考えです。 
なお、IP 網への移行を進めるにあたっては、以下のような課題があることから、これまで整備されてき

た利用者保護ルールや公正競争要件を踏まえて整理していく必要があると考えます。 
- NTT東・西の第一種指定電気通信設備を用いて提供されるサービスを廃止・移行するにあたっ
て、利用者保護の観点からルール整備が必要であること。 

- 第一種指定電気通信設備に係る事業者向けの役務の料金や提供条件ついては、本来は「接
続ルール」を適用し、適正なコストに基づきサービス提供される必要があること。 

- ユニバーサルサービスに関し、NTT 東・西が無電柱化エリアや設備更改を迎えるルーラルエリアを
対象として限定的にモバイル網（データ通信）を活用して音声通話を提供すると提案している
ことについて、NTT東・西に対する業務範囲規制に抵触する可能性や、NTTドコモ分離の趣旨
に反する可能性があること。 

なお、今後、IP 網への移行にあたり事業者間での協議や取組を進めていく中において、新たな課
題や環境変化等が生じる場合があることから、NTT 東・西は、適時適切にスケジュール等の見直しや
改善を図っていく必要があります。総務省においても、答申案の記載のとおり、NTTに対して定期的な
報告を求め、必要に応じて事業者等からの意見聴取を行って、フォローアップを実施していただきたいと
思います。 

 
【意見対象箇所】 
１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 
（３）具体的移行に向けた今後の取組について 
また、利用者の予見可能性やサービス選択可能性を確実に担保するためには、一次答申で示さ

れた｢他の事業者によって十分に提供されないような電気通信サービスを終了する場合のルールの在り
方｣も踏まえ、代替役務の提供状況や利用者の範囲等を踏まえ利用者利益の保護の必要性が高
いと考えられるサービスに関し、その廃止・移行に係る取組（例えば、契約切替えに係る周知・案内、
メタルＩＰ電話の料金・提供条件の確定、代替サービスに係る情報提供等）をあらかじめ行政が確
認し、整理・公表するためのルールの導入について、電気通信事業法に規定することも含め、適切な
制度設計を総務省において検討することが必要である。 
 
【意見内容】 

NTT 東・西が第一種指定電気通信設備を用いて提供しているサービスについては代替性が低く、
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利用者利益の保護の必要性が高いと考えます。とりわけ、「国民生活に不可欠な電話の役務」である
NTT 東・西の固定電話サービスについては、競争環境に与える影響が大きいことから、「その廃止・移
行に係る取組をあらかじめ行政が確認し、整理・公表するためのルールの導入」をすることに賛同しま
す。 

 
【意見対象箇所】 
２．ＩＰ網への移行に向けた電気通信番号の管理の在り方 
２．２ 固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入 
２．２．２ 具体的方向性（考え方） 
事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続（2021 年１月から開始）にあわせて、ＥＮＵＭ方式に対応した
「番号解決」の仕組みと番号移転に対応した「発番管理」の仕組みが全ての事業者において構築さ
れることから、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」は、ＩＰ網への移行完了（2025 年 1 月）
までに開始することが適当である。 
 
【意見内容】 
 弊社は答申案の趣旨を踏まえ、IP網への移行完了（2025年 1月）までの開始に向けて、必要
となる事業者間協議等に積極的に取り組んでいく考えです。 
 また、答申案 P.43 に「番号 DB等の開発・構築は、2021年初頭～2024年にかけて実施するも
のとし、2025年の IP網移行完了後、双方向番号ポータビリティを開始する」と記載されているとおり、
固定系 IP 電話における双方向番号ポータビリティの実現に当たっては、IP-POI を用いた ENUM 方
式による問い合わせ・番号解決が必須であるため、相互接続点におけるインターフェースの IP 化が必
要です。一部の事業者が相互接続点の IP 化を実現した場合でも、STM-POI で接続している事業
者は ENUM 方式を利用できないため、固定系だけでなく移動系を含めた全ての事業者の相互接続
点の IP化が完了していることが実施の前提となるものと理解しています。 
 
【意見対象箇所】 
さらに、事業者においては、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入を前提に、その利用が

可能となる地理的範囲を、番号区画の範囲内とする「ロケーションポータビリティ」の拡大についても検
討・協議を進めていく必要がある。 

 
【意見内容】 
 現行のロケーションポータビリティの範囲は、NTT 東・西の電話交換機の運用における制約であり、
利用者利便の観点から、その範囲を広げる必要があると考えます。さらに、双方向ポータビリティが実
施された段階ではロケーションポータビリティの範囲が事業者ごとに異なると利用者に大きな混乱を与え
る恐れがあるため、その範囲を事業者間で統一しておく必要があると考えます。 
そのため、移行後の IP 網におけるロケーションポータビリティについては、NTT 東・西を含む全事業
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者が、答申案のとおり番号区画を範囲内とすべきと考えます。 
 
【意見対象箇所】 
４．技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保 
４．２ 具体的方向性（考え方） 
全体 
 
【意見内容】 

IP 網へ移行した後のメタル IP 電話について、ユニバーサルサービスとして位置づけることは適切と考
えます。 
他方、NTT 東・西から無電柱化エリアや設備更改を迎えるルーラルエリアを対象として限定的にモ

バイル網（データ通信）を活用して音声通話を提供する提案がなされています。この点については、
以下のような課題があることから慎重な議論が必要と考えます。 

- 「モバイル網（データ通信）を活用」が、MNO のネットワークを利用して NTT 東・西が MVNO
事業者となり、携帯電話サービスを提供する形態を想定しているとすれば、NTT法で規定されて
いる業務範囲規制に抵触すること。 

- 各 MNO を公平に扱うと表明しているが、シェアが高くコストが最も低いこと等を理由に NTT ドコ
モのネットワークを結果として利用することになれば、NTT ドコモ分離の趣旨に反すること。 

 
【意見対象箇所】 
５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 
５．３ マイライン機能の扱い 
５．３．２ 具体的方向性（考え方） 
また、その場合、利用者及び事業者の予見可能性やサービス選択可能性を確実に担保する観点

から、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の料金・提供条件等について、「代替役務の提供状況や利
用者の範囲等を踏まえ利用者利益の保護の必要性が高いと考えられるサービスに関し、その廃止・
移行に係る取組を予め行政が確認し、整理・公表するためのルール」にかからしめ、事前の情報提供
が図られるようにすることが適当である。 

 
【意見内容】 
公正な競争環境を確保し、利用者利益を保護する観点から、ボトルネック設備を保有する NTT

東・西に対しては第一種指定電気通信設備制度をはじめとする累次の制度整備が行われてきまし
た。この点を踏まえれば、NTT 東・西が提供する第一種指定電気通信設備に係る事業者向けの役
務の料金や提供条件ついては、本来はこれまで整備されてきた接続ルールと同等の規律（認可制、
公表義務）を適用する必要があります。 
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今回の PSTN のマイグレーションに際しても、NTT 東・西はマイラインを廃止し、代替手段としての
通話サービス卸へ移行する意向を表明していますが、通話サービス卸も第一種指定電気通信設備を
用いて提供される事業者向け役務であることに変わりはなく、その提供条件次第で競争事業者を市
場から排除することも可能です。そのため、仮にNTT東・西が通話サービス卸を提供する場合であって
も、接続ルールと同等の規律を適用し、料金や提供条件の適正性・公平性・透明性を十分に確保
すべきです。 

 
答申案においては、通話サービス卸に移行する場合の料金・提供条件について、「「代替役務の提

供状況や利用者の範囲等を踏まえ利用者利益の保護の必要性が高いと考えられるサービスに関し、
その廃止・移行に係る取組を予め行政が確認し、整理・公表するためのルール」にかからしめ、事前の
情報提供が図られるようにすることが適当」と記載されています。当該ルールを接続ルールと同等の実
効性のあるものとするため、「全ての事業者が同一の条件で利用可能となっているか」、「各事業者が
事業を継続でき、顧客基盤を維持できる料金水準となっているか」等を総務省が確認・審査し、併せ
て各事業者も事前に確認できるよう広く公表する、といった制度整備を行うべきと考えます。 
特に、総務省において通話サービス卸の料金・提供条件を予め確認・審査するにあたっては、接続

ルールと同様に、料金の適正性の判断について、一定の基準、考え方を予め設ける必要があると考え
ます。 
 
【意見対象箇所】 
５．ＩＰ網への移行に関する諸課題への対応 
５．３ マイライン機能の扱い 
５．３．２ 具体的方向性（考え方） 
また、その他必要な周知方法（新聞広告、コールセンター等）及びその費用負担の在り方につい

ては、利用者への効果的・効率的な周知と円滑な移行を促す観点から事業者間で更に検討を行う
必要がある。 
 
【意見内容】 
当社は、周知すべき具体的内容を精査したうえで、必要な周知方法や時期、その他費用負担の

在り方等に関して事業者間協議に積極的に取り組んでいく考えです。 
なお、マイラインサービスの廃止は、NTT東・西の固定電話ネットワークの IP化に起因するものであ

ることから、マイラインサービスを廃止することや代替サービスへの移行係る手続き等の周知に係る費用
は原則 NTT東・西が負担すべきと考えます。 
 

以 上 
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「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方 ～
（案）」に関し、別紙のとおり意見を提出します。  
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      別紙 

 

この度は「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り

方 ～（案）に関し、意見提出の機会をいただき御礼申し上げます。  

下記のとおり弊社意見を述べさせていただきますので、お取り計らいの程、何卒宜しくお願

い申し上 げます。 
 

 

【意見対象箇所】 

2頁 

１．固定電話網のＩＰ網への移行工程・スケジュール等 

図：第 28 回委員会でＮＴＴが示した移行工程・スケジュール 

 

【意見内容】 

移行工程について賛同致します。 

 

【意見対象箇所】 

37 頁 

６．固定電話網のＩＰ網への円滑な移行に向けて（まとめ） 

図：設備移行に係る工程・スケジュール に記載「双方向番号ポータビリティの導入」について 

 

【意見内容】 

双方向番号ポータビリティの開始時期は、事業者間協議上 2025年 1月の移行完了後からとなっ

ており、具体的な開始時期は決定していない認識です。 

具体的な開始時期については今後の事業者間協議にて決定することになると考えますが現行の

片方向番号ポータビリティの確実な移行を優先することを希望いたします。 
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電話 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

メール ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
 

「「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）」

に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

  

意見 30 
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【意見対象箇所】 

８頁 

（委員会が示す対応の方向性・留意点） 

・ ＮＴＴは、（略） 

・ ＮＴＴは、他事業者と連携しつつ、移行に伴い生じうる影響の発生時期や内容について可

能な限り早期に明確化した上で、具体的な対応を検討していくことが必要である。  

【意見内容】 

サービス移行について、ＮＴＴ殿の検討に協力します。 

 

【意見対象箇所】 

１０頁 

このため、委員会においては、設備移行に係る取組がサービス移行に支障を与えない形で進

められるようにするため、「事業者間意識合わせの場」等における検討・整理の状況につい

て、｢事業者間意識合わせの場｣の事務局としてのＮＴＴから定期的な報告を求め、必要に応じ

て関係者から意見聴取等を行い、今後も随時フォローアップしていくことが必要である。  

【意見内容】 

定期的な報告には接続事業者からの意見も含まれるようにしていただきたい。 

 
  



【意見対象箇所】 

１８頁 

これを前提に、事業者においては、第 31 回委員会（2017 年５月 19 日）で報告された上

記内容を基に、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の導入に向けて、引き続き課題とな

っている利用者利便等を踏まえた運用方法（申込受付や重要事項説明に係る業務の実施者、こ

れら業務の順序性、業務間の連携の方法等）、番号データベースの扱い（番号データベースを

共用する際に利用希望事業者が必要と考える要件、費用負担等）、費用負担の在り方等につい

ての検討・協議を速やかに進めていく必要がある。 

（中略） 

総務省においては、引き続き、固定電話の「双方向番号ポータビリティ」の円滑な導入に向

けて、事業者間協議を促進するとともに、必要な制度整備を行うことが適当である。  

【意見内容】 

 弊社の固定電話は電気通信番号数で約２万番であり、小規模であります。更に、多くの事業

者が番号データベースを共用し、割り勘効果により費用負担が軽減されることを希望しており

ました。しかし、番号データベースの共用を希望する事業者は当社を含めて２社のみでありま

す。 

今後の検討結果によっては、①番号データベースの費用が高額になる恐れ、及び②共用のた

めの番号データベースを提供していただける事業者が現れない恐れがあります。総務省におい

て、中小事業者の負担を考慮した制度整備を行っていただきたい。  

 

【意見対象箇所】 

２８頁 

その後、「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関して

は、その提供方法等について事業者間協議が進められ、ＮＴＴ東日本・西日本及び地域系事業

者６社（東北インテリジェント通信、中部テレコミュニケーション、ケイ・オプティコム、エ

ネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮｅｔ及び九州通信ネットワーク）により、いわゆる

「ＩＲＵ方式」を活用した以下のような８社共同提案が取りまとめられ、第 31 回委員会

（2017 年５月 19 日）で報告された。  

【意見内容】 

ＩＲＵ方式は、複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」について、設置主体、設置費用及

び保守・運用の負担、電気通信事業法令の義務等をＮＴＴ東日本・西日本と地域系事業者６社

とで調整・確認し、まとめたものであり、最善の案と考えております。「コンソーシアム形成

事業者」に多くの事業者が参加することを希望します。 

 
  



【意見対象箇所】 

２９頁 

「繋ぐ機能ＰＯＩビル」内で複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」に関しては、上記ス

キームを活用した「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けて、事業者間において、今後の事

業者の状況変化等にも対応したオープンな合意形成に十分配慮しながら詳細な整理を進めるこ

とが適当である。  

【意見内容】 

 複数の事業者が利用する「Ｌ２スイッチ」について、事業者間協議で具体的な検討を行っ

ています。合意形成のため弊社も協力します。総務省においては、合意形成の状況を適時、把

握していただきたい。 

 

【意見対象箇所】 

３８頁 

ＮＴＴをはじめとする事業者においては、上記の具体的な移行工程・スケジュールを踏ま

え、必要となる協議や取組を加速し、円滑な移行の実現に向けた取組を着実に進めることが求

められる。  

【意見内容】 

 弊社は、答申案に示されたとおり、必要となる協議や取組を加速し、円滑な移行の実現に

向けた取組を着実に進める所存です。 

 

【意見対象箇所】 

３９頁 

このため、二次答申取りまとめ以降も、委員会を定期的に開催することとし、一次答申及び

本答申に基づく取組が適切かつ着実に実施されているかについて、ＮＴＴから定期的な報告を

求め、必要に応じて事業者等からの意見聴取を行いつつ、フォローアップを実施することが適

当である。 

【意見内容】 

定期的な報告には接続事業者からの意見も含まれるようにしていただきたい。 
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案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）に対す

る意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：- 

住所：- 

氏名：  

連絡先電話番号：  

利用者メールアドレス： 

提出意見：- 

 

転用から転用へ移動する際も、同一番号を維持できるようにする事。 

 

転居先でも前回使用していた固定電話番号を引き継げるようにする事。 

 

この２つを提案いたします。 

 

現在の固定電話は転居すると番号が変わってしまうため、 

本社機能や個人の引っ越しの流動性が滞っています。 

この住所が固定される事による就労先の固定化は潜在的な国益の損失となります。 

 

さらに、 

IP 電話から他のプロパイダの提供する IP電話への移動は番号が変更されてしまうため、 

転居していないにも関わらず、特定のプロパイダから離れられないという事が起きており、 

競争が阻害されています。 
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受付番号：201707280000434171 

受信日付：2017/07/28 23:59:11 

 

案件番号：145208965 

案件名： 

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の在り方～（案）

に対する意見募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号：＿＿＿＿＿＿ 

住所：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏名：＿＿＿＿＿＿ 

連絡先電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

利用者メールアドレス：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

提出意見： 

＞P24,25 

メタル IP回線（メタル IP電話）は（その名の通りの有線の）メタル IP 回線で、無線による

IP 回線はそれと明示して提供するようにしていただきたいと考える。相互の接続は可能である

はずであるから、電話回線を提供するのにはこれで問題無いはずであり、そして無線をメタル

IP 回線と名乗る事は問題ある事であるのだから、これは行わない事としていただきたいと考え

る。 

（つまり、有線によるメタル IP 回線の完全な実施を求めたい。これを行わない場合は、一部の

地域においてメタル IP回線を提供しない、という事になるのであるが、問題ある名称の使用及

びサービスを提供するよりも、この方が望ましいと考える。この場合、無線による電話を、置

き換え専用の電話番号発番系統を定めて提供する等するのが良いのではないかと考える。） 

無線でない事からの安全及び電話線の性質を提供するため、メタル IP回線の提供は、可能な限

り有線で行っていただきたい。 
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